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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 (百万円) 59,626 71,005 60,099 68,925 72,445

経常利益 (百万円) 1,475 1,446 3,036 3,654 5,185

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 988 938 2,019 2,481 3,717

包括利益 (百万円) 1,238 966 2,611 3,667 4,034

純資産額 (百万円) 26,895 27,654 30,058 33,311 36,932

総資産額 (百万円) 42,776 44,173 46,787 49,800 55,202

１株当たり純資産額 (円) 1,298.11 1,334.76 1,450.82 1,607.82 1,782.57

１株当たり当期純利益 (円) 47.69 45.30 97.46 119.76 179.45

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 62.9 62.6 64.2 66.9 66.9

自己資本利益率 (％) 3.7 3.4 7.0 7.8 10.6

株価収益率 (倍) 13.9 14.5 10.2 7.3 7.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,337 1,704 △1,303 4,628 2,710

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,561 2,430 △1,353 △1,933 △769

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △210 △215 △210 △419 △421

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 7,811 11,731 8,863 11,139 12,658

従業員数 (名) 1,825 1,800 1,806 1,791 1,794
 　
(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　臨時従業員の平均雇用人員数については、従業員数の10％未満であるため記載を省略しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 (百万円) 58,903 70,369 59,402 67,959 71,811

経常利益 (百万円) 1,435 1,272 2,871 3,354 5,193

当期純利益 (百万円) 989 840 1,944 2,295 3,780

資本金 (百万円) 1,730 1,730 1,730 1,730 1,730

発行済株式総数 (株) 20,733,107 20,733,107 20,733,107 20,733,107 20,733,107

純資産額 (百万円) 26,026 26,688 28,551 30,488 34,101

総資産額 (百万円) 41,768 42,915 45,646 49,017 54,587

１株当たり純資産額 (円) 1,256.21 1,288.17 1,378.06 1,471.59 1,645.96

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
10.00

 

10.00
 

10.00
 

20.00
 

20.00
 

(－) (－) (－) (10.00) (10.00)

１株当たり当期純利益 (円) 47.75 40.54 93.84 110.81 182.49

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 62.3 62.2 62.5 62.2 62.5

自己資本利益率 (％) 3.9 3.2 7.0 7.8 11.7

株価収益率 (倍) 13.9 16.2 10.5 7.9 7.3

配当性向 (％) 20.9 24.7 10.7 18.0 11.0

従業員数 (名) 1,703 1,678 1,681 1,664 1,665

株主総利回り (％) 100.7
 

100.7
 

152.2
 

137.6
 

209.1
 

（比較指標：配当込みTOPIX） (％) (102.0) (107.9) (152.5) (150.2) (202.2)

最高株価 (円) 745 710 990 1,583 1,583

最低株価 (円) 648 645 632 738 738
 

(注) １　第86期の１株当たり配当額20円のうち、期末配当額10円については、2026年６月26日開催予定の定時株主総

会の決議事項となっております。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　臨時従業員の平均雇用人員数については、従業員数の10％未満であるため記載を省略しております。

５　最高株価及び最低株価は、札幌証券取引所におけるものであります。
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２ 【沿革】

　1944年 「電気工事業整備要綱」に基づき設立。本店を札幌市大通東１丁目２番地に置く。（資本金50万円）

1949年 建設業法に基づき、北海道知事登録を受ける。

1968年 本店を札幌市菊水西町９丁目５番地（現在地）に移転。

1973年 建設業法に基づき、北海道知事許可を受ける。

1975年 東京出張所（現・東京支社）を開設。東京方面に進出。

1984年 ９支店体制とする。(名寄、旭川、札幌、岩見沢、釧路、帯広、苫小牧、室蘭、函館)

1985年 電気工事業、電気通信工事業の大臣許可を受ける。

1986年 土木工事業、建築工事業、消防施設工事業の大臣許可を受ける。

1987年 鋼構造物工事業の大臣許可を受ける。

1989年 管工事業、とび・土工工事業の大臣許可を受ける。

1990年 空調設備部（現・環境設備部）を設置し、総合設備業としての体制を確立。

1993年 札幌証券取引所に株式を上場。

1994年 創立50周年。

1996年 本店新社屋落成（現社屋）。営業本部を設置。

1998年 グループ会社「株式会社アイテス」を設立。

1999年 営業本部が品質保証の国際規格ISO9002の認証を取得。

2000年 １級建築士事務所登録。塗装工事業の大臣許可を受ける。

2002年 株式会社テクセルと合併。10支店体制とする。（旭川、北見、札幌、岩見沢、小樽、釧路、帯広、苫小

牧、室蘭、函館）

2004年 白石営業所を札幌東支店とし、11支店体制とする。

2005年 北海道用地株式会社と合併。電力保守部を設置。法務室を設置。

2010年 ソリューション営業部を設置し、営業部門の体制を強化。

2014年 創立70周年。新エネルギー総合技術部を設置し、再生可能エネルギー案件に関する社内体制を強化。

2017年 ソリューション営業部と新エネルギー総合技術部を統合して営業部を設置。営業本部を廃止。

札幌圏の施工管理業務を札幌支店に一元化し、札幌東支店を廃止。10支店体制とする。

2018年 地中線部を設置し、地中線工事の施工体制を強化。

2019年 北海道計器工業株式会社と合併、ほくでんサービス株式会社の配電事業を吸収分割。計測器部を設置。

2023年 GXソリューション部を設置し、再生可能エネルギー関連分野の体制を強化。

2024年 創立80周年。「株式会社北海電工」へ社名変更。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社１社、関連会社１社で構成され、設備工事業を営んでおります。また、当社の親会

社は２社であり、北海道電力株式会社は電気事業、北海道電力ネットワーク株式会社は一般送配電事業を営んでおり

ます。

当社グループは設備工事業の単一セグメントであり、事業に係る位置付け及び事業内容は次のとおりであります。

 

(設備工事業)

当社は電気工事、電気通信工事、土木工事、建築工事、鋼構造物工事、とび・土工工事、管工事、塗装工事及び

消防施設工事を請負施工しており、親会社からは、主に配電線・発送変電・地中線等の電気工事を受注しておりま

す。工事の一部については、連結子会社である株式会社アイテス及び関連会社である株式会社札幌電工に発注して

おります。

 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

 

事業系統図
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社)      同社からの電気工事を請負施工し
ております。
役員の兼任　１名
ＣＭＳによる資金の預け入れ
（注４）

北海道電力株式会社
（注１）

札幌市中央区 114,291 電気事業 －
間接

55.80

(親会社)      同社からの電気工事を請負施工
し、また、土地・建物の一部を賃
借しております。
役員の兼任　１名

北海道電力ネットワーク
株式会社（注２）

札幌市中央区 10,000 一般送配電事業 －
直接

55.64
 

(連結子会社)      
同社へ送電線工事等を発注し、ま
た、土地・建物の一部を賃貸して
おります。

株式会社アイテス
（注３）
 

札幌市西区 40 設備工事業
直接
100.00 －

 

(注) １ 北海道電力株式会社は有価証券報告書の提出会社であります。

　　 ２　北海道電力ネットワーク株式会社は、北海道電力株式会社の完全子会社であります。

３ 株式会社アイテスの主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

４　キャッシュ・マネジメント・サービス（ＣＭＳ）によるものであります。
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第２ 【事業の状況】
 
(注) 　当社グループは、設備工事業の単一セグメントであります。

 
１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
(1) 会社の経営の基本方針

当社は、社業及び社会の発展に寄与することを目的に次の社是を定めております。

・優れた技術と誠意をもって社会に貢献しよう

・創造力と行動力を発揮し社業を発展させよう

・心のふれあいを大切に働きがいのある職場をつくろう

 
(2) 中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

当社グループの主要な営業エリアである北海道においては、再生可能エネルギーの導入計画に加え、次世代半導

体工場の量産開始に向けた準備や大規模データセンター立地構想の具体化などを背景に、建設需要は引き続き堅調

に推移することが見込まれます。

一方で、受注競争の激化に加え、資材価格の高騰や労働者不足などの状況は今後も継続することが想定されま

す。また、中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格の急激な上昇による影響が懸念されており、これらの動向につ

いて注視していく必要があります。

このような状況のなか、当社は、昨年度に創立80周年を迎え、これまでに積み重ねてきた信頼と実績を足掛かり

に、100年企業を目指す長期ビジョン「北海電工VISION100」を策定いたしました。本ビジョンでは、「技術を磨

き、未来を創る」をパーパス（存在意義）として掲げ、「社会インフラ建設への永続的貢献」「技術・技能の継承

と安定した施工体制の構築」「事業領域拡大への挑戦」「持続的成長を支える企業体質の構築と企業価値向上の追

求」の４つの“ありたい姿”を示しております。

これらの実現に向け、「地域発展への貢献」「施工力の確保」「人的資本経営の推進」「持続可能な経営の実

現」の４つをマテリアリティ（重要課題）として設定するとともに、2044年に至る成長のプロセスを３つのステッ

プに区分しました。その第一段階となる2030年までの期間を強靱な組織・施工体制を確立する期間と位置付け、具

体的な行動計画として「中期経営計画（2026-2030）」を策定いたしました。

本中期経営計画では、４つの基本方針のもと、「電力サポート事業の確実な推進」「電力の安定供給を支える施

工体制の確保」「総合設備企業としての受注拡大と新たな挑戦」「業務変革・生産性向上による経営基盤の強化」

「人財投資の拡充とＥＳＧ経営の推進」の５つの重点施策及び2030年度の当社グループ数値目標「売上高800億円・

営業利益45億円」を掲げました。

今後とも当社グループは、社会に貢献する技術を磨き、信頼と実績を積み重ねながら、持続的な成長と企業価値

の向上に努めてまいります。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組の状況は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
(1) サステナビリティ全般に関するガバナンス及びリスク管理

当社グループは、パーパス「技術を磨き、未来を創る(総合設備企業として、社会に貢献する技術を磨き、信頼と

実績を積み重ねながら、地域とともに成長する未来を創ります)」を掲げ、ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）の取

り組みを展開するとともに、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

ガバナンスについては、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (1) コーポレート・ガ

バナンスの概要 コーポレート・ガバナンス体制図」に記載のとおりであり、サステナビリティをめぐる社会の動向

など、経営に与える影響が大きいリスクや機会を定期的に把握、評価及び対応策の検証等を実施しております。ま

た、この検証結果を踏まえて、全社的対応を要する事項は、年度の事業計画に反映し、その実践に当たっては、具

体的な対応施策などを実施しております。

また、情報セキュリティに関して、サイバー攻撃に備え、人財育成や組織的・技術的安全管理体制などの対策を

的確に実施し、企業活動の維持を図っております。

 
(2) 戦略

当社グループにおける、主要な事業を営む提出会社の人財の多様性の確保を含む人財の育成に関する方針及び社

内環境整備に関する方針は、以下のとおりであります。

 
　① 人財育成方針 　

当社の人財採用については、採用計画に基づく定期採用に加え、各部門のニーズに基づく経験者採用も実施して

おり、幅広い人財確保に努めております。

入社後の人財育成においては、人財育成の目的と求める社員像を明確にした「人財育成基本方針」を掲げ、「人

を大切にする企業」として、従業員が必要な能力やスキルを着実に習得できるように、継続的な教育及び育成に取

り組んでおります。

具体的には、社内研修として、階層別研修（若年層、一般管理職、特別管理職）により従業員に共通して必要な

スキルの向上を図るとともに、部門専門研修により高度な技術・技能の習得に取り組んでいるほか、管理職候補の

女性従業員を対象とした社外セミナーへの派遣などにより、キャリア意識の向上に努めております。

 
　② 社内環境整備方針

当社は、ほくでんグループにおける「人権方針」の制定に連動し、同グループの一員として本方針の周知浸透な

どをはじめ、コンプライアンス研修やハラスメント研修の実施により、人権尊重に努めております。

また、従業員の安全と心身の健康の確保が何よりも優先するとの考えから、全社業務運営方針に「安全・衛生目

標と基本方策」を掲げ、安全については災害・事故の未然防止を目指した「かもしれない」意識の浸透・定着など

に取り組んでいるほか、衛生については「健康経営宣言」に基づき、ヘルスリテラシーの向上や生活習慣の改善の

ための施策などに取り組むことで「健康経営」を推進しており、2023年度以降３年連続で経済産業省と日本健康会

議から「健康経営優良法人（大規模法人部門）」に認定されております。

さらに、同グループ全体で進めている障がい者雇用の拡大についても積極的に取り組んでおります。

以上の取り組みを通じて、当社は従業員一人ひとりが最大限に能力を発揮できる、働きがいのある職場環境づく

りを積極的に推進しております。

 
 

EDINET提出書類

株式会社北海電工(E01855)

有価証券報告書

 9/87



 

(3) 指標及び目標

当社グループにおける、上記(2)戦略において記載した方針に係る指標及び目標については、以下のとおりであり

ます。

なお、連結グループにおける記載が困難なため、主要な事業を営む提出会社のものを記載しております。

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2026年３月31日現在

指標 目標 実績

女性管理職者数 2025年度までに3名以上 2025年度　4名

障がい者雇用率 2025年度　38名　2.5％ 2025年度　32名　2.06％
 

（注）　１　女性管理職者数の目標は、2021年度に定めた「一般事業主行動計画」によるものであります。

　２　障がい者雇用率の実績は、障害者雇用促進法第43条第７項に基づき公共職業安定所に報告してい

る　　「障害者雇用状況報告書」の最新値（2025年６月１日現在）で示しております。
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のと

おりであります。

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び、発生した場合の対応に努めて

まいります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 受注環境の変化に関するリスク

当社グループは、全社営業体制による受注拡大に向けた営業活動を強力に展開しておりますが、公共投資及び民

間設備投資などが予想を上回って削減された場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
 (2) 材料費及び労務費の変動に関するリスク

当社グループは、材料価格や労務単価の市況動向を注視し、適切な見積原価の算出を図るとともに、発注者との

工事請負契約への反映を協議するなどの対策を講じておりますが、材料費及び労務費が大幅に上昇し、請負金額に

反映できない場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(3) 取引先の信用に関するリスク

当社グループは、取引先（発注者及び協力会社等）との取引開始前に信用状況を把握し、信用リスク低減のため

の対策を講じておりますが、取引先が信用不安に陥った場合には、工事代金の回収不能や工事の進捗に支障をきた

すこともあり、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(4) 情報セキュリティに関するリスク

当社グループは、情報資産の取扱いに関する社内規程を整備し、情報セキュリティ管理体制の確立、従業員への

定期的な教育の実施等に加え、サイバー攻撃や不正アクセス等への対応として情報システムのセキュリティ強化等

の対策を講じておりますが、情報が外部に流失した場合、社会的信用が低下し、業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 
(5) 人財確保に関するリスク

当社グループは、インターンシップへの取り組みの強化、奨学金返還支援制度及びジョブリターン制度の導入等

により採用活動の強化を図るとともに、ワーク・ライフ・バランスの充実に向けた休暇取得の促進、従業員のエン

ゲージメントの向上、健康経営の推進等に取り組んでおります。また、階層別研修や技能講習会の実施等により知

識・技能の習得を図るなど、人財の早期育成に努めております。しかし、採用数の減少及び離職者の増加等により

必要とされる資格や技能、専門的知識を有する人財が不足することで、施工体制の確保が困難になった場合には、

業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(6) 大規模災害等に関するリスク

当社グループは、大規模自然災害、異常気象、感染症及び大規模事故等が発生した場合に備えて、非常災害対

策、建物等の耐震対策、システム・データ等のバックアップ、防災訓練及び必要物資の備蓄等の必要な対策を講じ

ておりますが、当社グループの従業員及び社屋・車両・工事用機材等の設備が被害を受けたり、工事の中断や大幅

な遅延が生じた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(7) 気候変動に関するリスク

当社グループは、「環境方針」を策定し、カーボンニュートラルの実現に向け、事業所のＺＥＢ（Zero Energy

Building）化、社有車のハイブリッド・ＥＶ化等によりＣＯ２排出量の削減に取り組んでおりますが、取り組みが

不十分であった場合、環境経営を重視する取引先からの評価が低下し、業績に影響を及ぼす可能性があります。ま

た、炭素税の導入や各種規制の強化等がなされた場合、調達コストが上昇し、業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」と

いう。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内

容は次のとおりであります。

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
(1) 経営成績

当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の改善に加え、個人消費や設備投資に持ち直しの動きがみられるな

ど、景気は緩やかに回復しておりますが、中東情勢の影響を注視する必要があります。

北海道地域においては、生産活動に弱い動きがみられるものの、全体としては緩やかに持ち直している状況にあ

ります。また、建設業界においては、民間設備投資や公共工事が増加している一方で、労働者不足や原材料価格の

上昇が続いております。

このような状況のなか、当社グループは、「中期経営計画2021-2025」の取り組みを推進し、全社営業体制による

一般大型工事の獲得に向けた営業活動を強力に展開するとともに、利益の確保に向けた原価低減の徹底とＤＸの推

進やカイゼン活動などによる業務効率化及び人財活躍に向けた環境整備と人財確保・人財育成の強化に取り組んで

まいりました。

当連結会計年度の業績は、電力関連工事における配電工事や半導体工場関連工事の増加などにより、受注高及び

売上高は前連結会計年度を上回りました。

利益については、売上高の増加に加えて継続的に原価低減に努めたことにより、各利益ともに前連結会計年度を

上回り、増収増益となりました。

なお、業績の具体的数値は次のとおりであります。

 
            受注高　　　　　　　　 763億22百万円（前年同期比 　3.9％増）

            売上高 　　　　　　　　724億45百万円（前年同期比  5.1％増）

            営業利益　　　　　　　　49億74百万円（前年同期比　 42.8％増）

            経常利益　　　　　　　　51億85百万円（前年同期比 　41.9％増）

            親会社株主に帰属する
 　　　　　　当期純利益　　　　　　　37億17百万円（前年同期比 　49.8％増）

 
目標とする経営指標の達成状況等

当社グループは、「中期経営計画2021-2025」の2025年度の数値目標として売上高650億円以上と営業利益20億

円以上を設定しております。

当連結会計年度の実績の達成状況については、売上高は724億45百万円（2025年度目標の達成率111.5％）、営

業利益は49億74百万円（同248.7％）となりました。

 
 2025年度

（数値目標）
2025年度
（実績）

達成率

売上高 650億円以上 724億45百万円 111.5％

営業利益 20億円以上 49億74百万円 248.7％
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(2) 財政状態

① 資産

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ54億２百万円増加し、552億２百万円となり

ました。

流動資産については、前連結会計年度末に比べ48億10百万円増加し、391億94百万円となりました。

これは主に、現金預金が84億56百万円減少したものの、預け金が99億75百万円及び受取手形・完成工事未収

入金が14億54百万円増加したことによるものであります。

なお、親会社（北海道電力株式会社）が運営するキャッシュ・マネジメント・サービス（ＣＭＳ）に参画

し、一時的な余剰資金を預け入れ（現金預金から預け金へ一部振替）しております。

固定資産については、前連結会計年度末に比べ５億92百万円増加し、160億８百万円となりました。

これは主に、有形固定資産が５億24百万円増加したことによるものであります。

 

② 負債

当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ17億82百万円増加し、182億70百万円となり

ました。

流動負債については、前連結会計年度末に比べ23億10百万円増加し、154億56百万円となりました。

これは主に、未成工事受入金が13億81百万円及び工事未払金が６億92百万円増加したことによるものであり

ます。

固定負債については、前連結会計年度末に比べ５億28百万円減少し、28億14百万円となりました。

これは主に、退職給付に係る負債が５億22百万円減少したことによるものであります。

 
③ 純資産

当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ36億20百万円増加し、369億32百万円とな

りました。

これは主に、利益剰余金が親会社株主に帰属する当期純利益の計上などにより33億３百万円増加したことに

よるものであります。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末と同水準の66.9％となりました。

 
(3) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、126億58百万円となり、前

連結会計年度に比べ15億19百万円の増加となりました。

　これは主に、投資活動によるキャッシュ・フローが資金支出となったものの、当連結会計年度の業績が前連結会

計年度の実績を上回り増収増益となった結果、営業活動によるキャッシュ・フローが資金収入となったことなどに

よるものであります。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果、法人税等の支払いなどがあったものの、税金等調整前当期純利益の計上により、27億10百

万円の資金収入（前連結会計年度は46億28百万円の資金収入）となりました。

 
② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果、有形固定資産の取得などにより、７億69百万円の資金支出（前連結会計年度は19億33百

万円の資金支出）となりました。

 
③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果、配当金の支払いなどにより、４億21百万円の資金支出（前連結会計年度は４億19百万円の

資金支出）となりました。

 
　　　資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの資金需要は主に、外注費、材料費及び人件費など、設備工事業を営む為の運転資金のほか、工

事用機械・工具の購入及び事業所の建築などの設備投資によるものであります。
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運転資金及び設備投資資金ともに、自己資金によるものであり、当連結会計年度において有利子負債の期末残

高はありません。

なお、資金運用については、安全性及び流動性に優れた金融資産を基本とし、また、親会社（北海道電力株式

会社）が運営するキャッシュ・マネジメント・サービス（ＣＭＳ）に参画し、一時的な余剰資金の効率化を図っ

ております。

重要な設備投資の予定及び資金調達方法については、「第３ 設備の状況 ３ 設備の新設、除却等の計画　(1)

重要な設備の新設等」をご参照ください。

 
 (4) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。この連結財務諸表を作成するに当たって、資産・負債等及び収益・費用に影響を及ぼす見積り及び仮定を

用いております。これらの見積り及び仮定は、合理的な基準に基づき行っておりますが、将来に関する事項には不

確実性が存在する為、実際の結果と異なる可能性があります。

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５ 経理の状況 １ 連結

財務諸表等 １ 連結財務諸表 注記事項 重要な会計上の見積り」に記載しております。

 
(5) 生産、受注及び販売の実績

当社グループが営んでいる設備工事業においては、生産実績を定義することが困難であり、また、請負形態を

とっているため、販売実績という定義が実態にそぐわないものであるため、生産及び販売の実績は記載しておりま

せん。なお、受注の実績については、「(1)経営成績」において記載しております。

参考のため提出会社個別の事業の実績は次のとおりであります。

 
設備工事業における受注工事高及び完成工事高の状況

① 受注工事高、完成工事高及び次期繰越工事高

期別 区分
前期繰越
工事高
(百万円)

当期受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高
(百万円)

次期繰越
工事高
（百万円）

前事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

配電線工事 9,913 31,758 41,672 28,972 12,699

発送変電工事 7,878 12,249 20,127 11,935 8,192

地中線工事 4,836 7,837 12,673 7,323 5,350

通信工事 2,689 5,321 8,011 5,477 2,534

屋内配線工事 6,191 8,009 14,201 6,845 7,356

その他工事 1,120 7,425 8,545 7,405 1,139

計 32,628 72,602 105,231 67,959 37,271

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

配電線工事 12,699 32,261 44,960 31,418 13,541

発送変電工事 8,192 12,934 21,127 13,695 7,432

地中線工事 5,350 9,875 15,226 8,114 7,111

通信工事 2,534 4,744 7,278 5,168 2,110

屋内配線工事 7,356 8,013 15,369 5,942 9,426

その他工事 1,139 7,688 8,827 7,472 1,355

計 37,271 75,517 112,789 71,811 40,977
 

(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に増減がある場合は、当期受注工事高にその

増減額を含めております。したがいまして、当期完成工事高にも係る増減額が含まれております。

２ 次期繰越工事高は（前期繰越工事高＋当期受注工事高－当期完成工事高）に一致しております。

 

② 受注工事高

　

期別 区分
北海道電力
関係
(百万円)

官公庁
(百万円)

一般民間
(百万円)

合計
(百万円)
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前事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

配電線工事 30,620 150 987 31,758

発送変電工事 11,562 28 658 12,249

地中線工事 4,124 2 3,710 7,837

通信工事 1,270 507 3,543 5,321

屋内配線工事 278 507 7,224 8,009

その他工事 5,744 24 1,656 7,425

計 53,601 1,219 17,781 72,602

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

配電線工事 31,315 10 935 32,261

発送変電工事 12,469 10 454 12,934

地中線工事 7,523 1,030 1,321 9,875

通信工事 1,137 285 3,320 4,744

屋内配線工事 413 767 6,832 8,013

その他工事 6,309 194 1,184 7,688

計 59,169 2,299 14,048 75,517
 

 
③ 完成工事高

　

期別 区分
北海道電力
関係
(百万円)

官公庁
(百万円)

一般民間
(百万円)

合計
(百万円)

前事業年度
(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

配電線工事 27,898 18 1,056 28,972

発送変電工事 8,636 8 3,290 11,935

地中線工事 3,858 1,306 2,158 7,323

通信工事 1,140 576 3,759 5,477

屋内配線工事 214 638 5,992 6,845

その他工事 5,596 24 1,785 7,405

計 47,343 2,572 18,043 67,959

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

配電線工事 30,241 145 1,032 31,418

発送変電工事 11,186 28 2,480 13,695

地中線工事 5,783 46 2,284 8,114

通信工事 1,075 320 3,773 5,168

屋内配線工事 390 575 4,975 5,942

その他工事 6,326 194 952 7,472

計 55,002 1,310 15,497 71,811
 

(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前事業年度

札幌市 ・駒岡清掃工場更新事業自営線敷設工事

大成建設㈱ ・中央区複合庁舎整備事業（電気設備工事）

苫東バイオマス発電合同会社 ・苫東バイオマス発電所　開閉所・送電線建設工事

㈱大林組 ・道北風力発電事業　樺岡ウィンドファーム（電気工事）

北海道電力ネットワーク㈱ ・奈井江幹線要請移設（北村遊水地工事）他
 

当事業年度

合同会社ＤＡＸ ・しんかわ系統用蓄電所工事

ヘリオス１合同会社 ・新川T803蓄電所工事

岩田地崎建設㈱ ・ＭＣ北広島系統用蓄電所建設工事

岩田地崎建設㈱ ・駒岡清掃工場更新事業建設工事
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北海道電力ネットワーク㈱ ・JR新昆布支線新設のうち鉄塔工事(2工区)
 

２ 完成工事高総額に対する割合が百分の十以上の相手先の完成工事高及びその割合は次のとおりであります。

前事業年度

北海道電力関係 47,343百万円 69.7%
 

当事業年度

北海道電力関係 55,002百万円 76.6%
 

３ 北海道電力関係：北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社

 
④ 次期繰越工事高(2026年３月31日現在)

　

区分
北海道電力関係
(百万円)

官公庁
(百万円)

一般民間
(百万円)

合計
(百万円)

配電線工事 13,404 － 137 13,541

発送変電工事 7,109 10 311 7,432

地中線工事 3,245 984 2,881 7,111

通信工事 424 3 1,682 2,110

屋内配線工事 124 443 8,858 9,426

その他工事 669 － 685 1,355

計 24,978 1,442 14,557 40,977
 

(注)１　次期繰越工事のうち主なものは、次のとおりであります。

上長都ひかり蓄電合同会社 ・上長都蓄電所建設工事 2027年２月完成予定

北海道電力ネットワーク㈱ ・南千歳変電所　新設 2028年２月完成予定

㈱大林組 ・(仮称)新展示場整備等事業 2027年６月完成予定

㈱ジェイウインド上ノ国 ・上ノ国第三風力発電所新設工事　風力発電機据付他工事 2028年12月完成予定

北海道電力ネットワーク㈱
・千歳美々地区供給対策（南早来引出）のうち第二次管路工事
（２工区）

2027年２月完成予定
 

２ 北海道電力関係：北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社

 
５ 【重要な契約等】

 該当事項はありません。

 
６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

(注) １　当社グループは、設備工事業の単一セグメントであります。

 
１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資の総額は1,384百万円（無形固定資産を含む。）であり、その使途は主として当

社滝川営業所の社屋、倉庫及び車庫の建替並びに機械装置及び工具器具の取得であります。

なお、所要資金は全額自己資金を充当いたしました。

 
２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2026年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの

名称

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物・構築物

機械・運搬具・
工具器具備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

本店
(札幌市白石区)

設備工事業 1,597 546
(2,712)
139,938

1,343 3,486 766

旭川支店
(旭川市)

設備工事業 1,203 34
(49)

34,427
251 1,489 144

北見支店
(北見市)

設備工事業 393 6
(50)

10,210
53 454 54

岩見沢支店
(岩見沢市)

設備工事業 404 4
(5,020)
10,176

76 486 55

札幌支店
(札幌市西区)

設備工事業 744 21
(637)
29,423

1,122 1,889 234

小樽支店
(小樽市)

設備工事業 172 9
(1,404)
3,683

55 237 54

釧路支店
(釧路郡釧路町)

設備工事業 149 17
(13,825)

－ － 166 76

帯広支店
(帯広市)

設備工事業 149 11
(37)

13,671
200 361 76

苫小牧支店
(苫小牧市)

設備工事業 280 8
(－)

12,428
166 454 65

室蘭支店
(室蘭市)

設備工事業 1,027 9
(－)

11,701
90 1,127 49

函館支店
(函館市)

設備工事業 227 16
(3,507)
12,177

364 608 76

東京支社
(東京都渋谷区)

設備工事業 31 12
(－)

－ － 43 13

泊工事センター
(泊村)

設備工事業 40 0
(1,341)

－ － 40 3
 

 

(2) 国内子会社

2026年３月31日現在

会社名
(所在地)

セグメントの

名称

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物・構築物

機械・運搬具・
工具器具備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

㈱アイテス
(札幌市西区)

設備工事業 560 21
(1,816)
9,981

91 673 129
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(注) １  帳簿価額に建設仮勘定は含まれておりません。

２  土地の面積欄中(　)内は、賃借中のもので外書きで示しております。

３  土地のうち賃貸中の主なものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名

セグメントの名称 土地(㎡)

㈱北海電工
本店

設備工事業 2,399
 

 

４　土地、建物には、下記の施設を含んでおります。

会社名
事業所名

セグメントの名称 区分
土地 建物

面積(㎡) 金額(百万円) 金額(百万円)

㈱北海電工
本店

設備工事業 厚生施設 534 3 11
 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設等の計画はありません。

 
(2) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2026年６月24日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,733,107 20,733,107 札幌証券取引所 単元株式数　100株

計 20,733,107 20,733,107 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2019年４月１日(注) 1,011,080 20,733,107 － 1,730 － 2,364
 

（注）　北海道計器工業株式会社との吸収合併（合併比率 1：18.52）及びほくでんサービス株式会社の配電事業の吸

収分割に伴う新株発行によるものであります。
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(5) 【所有者別状況】

2026年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 7 3 176 3 4 1,772 1,965 －

所有株式数
(単元)

－ 2,914 45 141,688 106 9 62,422 207,184 14,707

所有株式数
の割合(％)

－ 1.41 0.02 68.39 0.05 0.00 30.13 100.00 －
 

(注) １　自己株式14,743株は、「個人その他」欄に147単元を、「単元未満株式の状況」欄に43株を含めて記載して

おります。

２　上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が34単元含まれております。

 

(6) 【大株主の状況】

2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

北海道電力ネットワーク株式会社 北海道札幌市中央区大通東１丁目２ 11,519 55.60

北海電工協力会持株会
北海道札幌市白石区菊水２条１丁目８－２１
株式会社北海電工内

1,578 7.62

北海電工従業員持株会 北海道札幌市白石区菊水２条１丁目８－２１ 713 3.44

美和電気工業株式会社
東京都新宿区新宿１丁目８－５
新宿御苑室町ビル

284 1.37

株式会社ザイエンス 東京都千代田区丸の内２丁目３－２ 258 1.25

株式会社野村商店
東京都千代田区神田司町２丁目８－１
ＰＭＯ神田司町

161 0.78

石垣電材株式会社 北海道札幌市中央区北６条西１３丁目１ 154 0.74

株式会社日本カストディ銀行
（三井住友信託銀行再信託分・株式
会社ダイヘン退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 154 0.74

共和電気工業株式会社 北海道札幌市北区北２３条西９丁目１－１７ 111 0.54

佐々木　嘉樹 大阪府大阪市天王寺区 90 0.43

みずほ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 90 0.43

計 － 15,114 72.95
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 － －

14,700

完全議決権株式(その他)
普通株式

207,037 －
20,703,700

単元未満株式
普通株式

－ －
14,707

発行済株式総数 20,733,107 － －

総株主の議決権 － 207,037 －
 

(注) １　上記「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,400株(議決権 34個)

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式43株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2026年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社北海電工

北海道札幌市白石区菊水
２条１丁目８－２１

14,700 － 14,700 0.07

計 － 14,700 － 14,700 0.07
 

（注）　発行済株式総数に対する所有株式数の割合(％)は、所有株式数の合計(株)に単元未満株式数43株を含めて計

算しております。

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 18 16,210
   

当期間における取得自己株式 92 130,013
 

（注）　当期間における取得自己株式には、2026年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取による株式は含まれておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

－ － － －

その他(　－　) － － － －
     

保有自己株式数 14,743 － 14,835 －
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、2026年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式は含まれておりません。

 

３ 【配当政策】

当社は、利益配分については、安定配当の継続を基本方針としております。

配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の期末配当については、上記方針及び当事業年度の業績などを総合的に勘案して１株当たり10円とさせ

ていただく予定であります。これにより、先に実施いたしました中間配当金10円と合わせ、当事業年度の１株当たり

年間配当金は20円とさせていただく予定であります。

内部留保資金については、電力流通設備の拡充・維持など社会的使命の強い業務を行っていることから、長期的に

健全な経営基盤を確立するために設備投資・技術開発等に充当し、企業体質の強化を図ることとしております。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 
（注）期末配当に関する配当金の総額207百万円及び１株当たり配当額10円については、2026年６月26日開催予定の定

時株主総会の決議事項となっております。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

2025年10月29日
取締役会決議

207 10

2026年６月26日
定時株主総会決議（予定） 207 10
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営

課題の一つと位置付けております。経営環境の大きな変化にも柔軟かつ迅速に対応し、持続的な成長と企業価値

の向上を図るため、経営の効率性・透明性の向上、業務執行の管理・監督機能の強化に向け必要な体制・仕組み

の整備に取り組んでおります。

また、株主をはじめとするステークホルダーとの適切な協働、適切な情報開示と透明性の確保等、コーポレー

ト・ガバナンスの充実・強化に努めてまいります。

 
② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は監査役制度を採用しており、監査役は監査役会で定めた監査の方針等に基づき、取締役会や役付執行役

員会議等の重要な会議への出席、取締役等からの職務執行状況の聴取、重要な決裁書類等の閲覧、業務及び財産

の調査等により、取締役の職務執行に関して厳正な監査を行っております。有価証券報告書提出日現在、監査役

４名（うち社外監査役３名）体制で経営に対する監査機能を高めており、社外取締役による監督機能や内部監査

体制と合わせ、コーポレート・ガバナンスは有効に機能していると判断し、現状の体制を採用しております。

　取締役会は、原則として毎月１回開催し、有価証券報告書提出日現在、取締役７名（うち社外取締役２名）に

より構成され、重要な業務執行に関する意思決定を行うとともに、取締役から業務執行状況の報告を受け、取締

役の職務の執行を相互に監督しております。なお、当社は、2026年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決

議事項）として「取締役８名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されると、取締役会は取締役８名

（うち社外取締役２名）により構成される予定であります。

また、当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を明確に分離することにより、取締役会の意思決定

と監督機能を強化するとともに、業務執行の責任を明確にして機動的な業務執行を実施するため、役付執行役員

制を導入しております。

なお、役付執行役員で構成する役付執行役員会議を原則として毎週１回開催し、経営の全般に関する方針、計

画及び業務執行に関する重要事項を審議しております。

 
　コーポレート・ガバナンス体制図
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名称 目的・権限 構成員

取締役会

重要な業務執行に関する意思決定を

行うとともに、取締役から業務執行

状況の報告を受け、取締役の職務の

執行を相互に監督しております。

取締役社長　藪下裕己（議長）、取締役　今野正章、取締役　山

上祐平、取締役　菅原吉隆、取締役　佐藤邦弘、取締役　林裕

司、取締役　米田和志（注１、２）

監査役会

監査の方針、業務及び財産の状況の

調査その他の監査役の職務の執行に

関する事項を決定し、また、監査に

関する重要事項について報告を受け

協議・決議を行っております。

常任監査役　黒坂洋行（議長）、監査役　大野浩、監査役　山本

剛司、監査役　後藤雅春（注３、４）

役付執行役

員会議

経営の全般に関する方針、計画及び

業務執行に関する重要事項を審議し

ております。

社長執行役員　藪下裕己（議長）、常務執行役員　今野正章、常

務執行役員　山上祐平、常務執行役員　菅原吉隆、常務執行役

員　髙畑龍二、常務執行役員　山田克洋、常務執行役員　坂谷英

司、常務執行役員　金木明浩、常務執行役員　瀧口政美（注５）
 

（注）１　林裕司氏、米田和志氏は、社外取締役であります。

２　2026年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役８名選任の件」を提案してお

り、当該議案が承認可決されると、当社の取締役は８名（うち社外取締役２名）となる予定であり、取締

役会の構成員は、取締役社長　藪下裕己（議長）、取締役　今野正章、取締役　山上祐平、取締役　菅原

吉隆、取締役　瀧口政美、取締役　桑原岳広、取締役　林裕司、取締役　米田和志となる予定でありま

す。

３　黒坂洋行氏、山本剛司氏、後藤雅春氏は、社外監査役であります。

４　2026年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「監査役１名選任の件」を提案してお

り、当該議案が承認可決されると、当社の監査役会の構成員は、常任監査役　黒坂洋行（議長）、監査

役　戸巻雄一、監査役　山本剛司、監査役　後藤雅春となる予定であります。

５　2026年６月26日以降の当社の役付執行役員会議の構成員は、社長執行役員　藪下裕己（議長）、常務執行

役員　今野正章、常務執行役員　山上祐平、常務執行役員　菅原吉隆、常務執行役員　瀧口政美、常務執

行役員　山田克洋、常務執行役員　坂谷英司、常務執行役員　金木明浩、常務執行役員　吉田岳夫となる

予定であります。
 

③ 企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

内部統制システムについては、「業務の適正を確保するための体制に関する基本方針」を取締役会において

決議し、この基本方針に従い整備・運用しております。

当社は、適正かつ適切な企業行動の実践を通じ、事業の継続と安定的発展を確保するため、全社的なコンプ

ライアンス及びリスク管理に関する事項を審議、決定する機関として「企業行動委員会」を設置しておりま

す。

コンプライアンスについては、企業行動委員会のもと、従業員教育・研修の実施等を通じて「行動指針」の

徹底を図り、法令・企業倫理等の遵守、不正防止に向けた全社的活動を推進するとともに、コンプライアンス

に関する相談窓口を設置し、内部通報制度を適切に運用しております。

　また、業務の執行に当たり、法律的な判断の参考とするため、顧問弁護士から適宜、助言などを得る体制と

しております。

事業運営に関するリスクについては、業務運営方針やこれに基づく業務運営計画等に反映し、方針管理サイ

クルのなかで適切に管理しております。また、全社的に重大な影響を及ぼすリスクの把握、評価及び対応策の

検証等を定期的に実施しているほか、これらのリスクが顕在化した場合などの緊急時対応を円滑かつ効率的に

行い、早期収束、損失の極小化をはかる仕組みを整備しております。

ロ．子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社と子会社は、子会社の管理に関する規範に基づき、子会社の重要な業務執行に関し事前協議を行うほ

か、報告を通じて密接な連携のもと業務を執行しております。

また、当社が定めるコンプライアンス等に関する社内規範を子会社にも適用するほか、子会社においても社

内規範等を整備し、リスク管理、取締役の職務の執行が効率的に行われること、取締役及び従業員の職務の執

行が法令及び定款に適合すること等、業務の適正を確保するための体制を構築しております。
 

④ 取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を合計13回開催しており、個々の取締役の出席状況は次のとおりでありま

す。

区分 氏名 取締役会出席状況

取締役社長　社長執行役員 藪下　裕己 13回中13回

取締役　常務執行役員 佐藤　　斉 ３回中３回
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取締役　常務執行役員 今野　正章 13回中13回

取締役　常務執行役員 山上　祐平 10回中10回

取締役　常務執行役員 菅原　吉隆 13回中13回

取締役 佐藤　邦弘 13回中13回

取締役（社外取締役） 林　　裕司 13回中13回

取締役（社外取締役） 長野　　実 ２回中２回

取締役（社外取締役） 米田　和志 10回中９回
 

（注）１　長野実氏は、2025年５月20日に取締役を辞任しました。

２　佐藤斉氏は、第85回定時株主総会（2025年６月27日開催）の終結の時をもって取締役を退任しまし

た。

３　山上祐平氏と米田和志氏は、第85回定時株主総会（2025年６月27日開催）において取締役に選任さ

れました。　

 
取締役会においては、中期経営計画の達成に向けた諸施策を織り込んだ年度業務運営方針、年度予算及び決

算、役員人事及び取締役の報酬、常務執行役員及び執行役員人事などの経営上重要な事項を審議、決定するほ

か、年度業務運営方針の執行状況、月ごとの受注高・売上高の状況、各四半期決算の内容及び予算の進捗状況な

どの報告、確認を行いました。

 
⑤ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役林裕司氏及び米田和志氏並びに社外監査役黒坂洋行氏及び山本剛司氏との間で、会社法第

427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を法令に定める限度額に限定する契約を締結しており

ます。

 
⑥ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が

負担することになる法律上の損害賠償金及び争訟費用を当該保険契約により填補することとしております。

当該保険契約の被保険者の範囲は、当社の取締役及び監査役であり、保険料は当社が全額負担しております。

ただし、当該被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因して生じた損害は填補されない

など、一定の免責事由があります。

 
⑦ 取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

 
⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、累積投票によらない旨定款に定めております。

 
⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項

イ．自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の

規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めて

おります。

 
ロ．中間配当

当社は、中間配当について、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定に基づ

き、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨定款に定めておりま

す。

 
 ハ．取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定に

より、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の取締役及び監査役（取締役及び監査役であった者を含

む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。
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⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

a．2026年６月24日現在の当社の役員の状況は、次のとおりであります。

 
男性11名　女性0名　（役員のうち女性の比率0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長

社長執行役員

(代表取締役)

藪　下　裕　己 1958年５月21日生

1982年４月 北海道電力株式会社　入社

2012年６月 同　　帯広支店長

2014年４月 同　　経理部長

2015年７月 同　　執行役員経理部長

2016年７月 同　　上席執行役員経理部長

2017年６月 同　　取締役常務執行役員ビジネスサ

ポート本部副本部長

2018年４月 同　　取締役常務執行役員送配電カンパ

ニー副社長

2019年６月 同　　取締役常務執行役員送配電カンパ

ニー社長

2019年６月 当社　取締役

2020年３月 当社　取締役辞任

2020年４月 北海道電力ネットワーク株式会社　取締

役社長社長執行役員

2023年５月 当社　顧問

2023年６月 当社　取締役社長社長執行役員（現任）

(注)３ 4

取締役

常務執行役員

電力外事業総括

 営業部・

 電設工事部・

　環境設備部・

情報通信部

 担当

今　野　正　章 1959年１月２日生

1990年４月 北海電気工事株式会社　入社

2008年７月 当社　電設工事部部長代理

2015年６月 当社　電設工事部長

2017年６月 当社　執行役員電設工事部長

2020年６月 当社　常務執行役員電設工事部長

2022年６月 当社　常務執行役員〔電設工事部・環境

設備部・情報通信部担当〕

2023年６月 当社　取締役常務執行役員（現任）

(注)３ 11

取締役

 常務執行役員

 考査室・

 企画部・

 総務部・

 法務室・

 人事労務部・

 経理部・

資材部

担当

山　上　祐　平 1962年11月16日生

1986年４月 北海道電力株式会社　入社

2014年６月 同　　帯広支店営業部長

2017年６月 同　　企画部ＩＲグループリーダー

2018年４月 同　　経営企画室ＩＲグループリーダー

2021年６月 同　　環境室長、環境室環境企画グルー

プリーダー兼務

2021年７月 同　　執行役員環境室長

2023年６月 北海道電力ネットワーク株式会社　取締

役副社長副社長執行役員

2025年６月 当社　取締役常務執行役員（現任）

(注)３ －

取締役

常務執行役員

電力関連事業総括

 配電部・

 計測器部・

 電力工事部・

 電力保守部 

担当

菅　原　吉　隆 1964年８月12日生

1987年４月 北海道電力株式会社　入社

2011年４月 同　　北見支店営業部長

2013年６月 同　　札幌支店千歳支社長

2015年４月 同　　配電部技術高度化グループリー

ダー

2018年４月 同　　送配電カンパニー北見支店長

2020年４月 北海道電力ネットワーク株式会社 北見

支店長

2021年６月 当社　取締役

2021年７月 北海道電力ネットワーク株式会社 執行

役員配電部長

2024年６月 当社　取締役常務執行役員（現任）

(注)３ 2
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 佐　藤　邦　弘 1967年３月25日生

1989年４月 北海道電力株式会社　入社

2014年６月 同　　岩見沢支店滝川営業所長

2016年４月 同　　旭川支店配電部長

2017年４月 同　　流通企画部流通経営企画グループ

リーダー

2018年４月 同　　送配電カンパニー流通企画部流通

経営企画グループリーダー

2020年３月 同　　送配電カンパニー流通企画部部長

（カイゼン担当）

2020年４月 北海道電力ネットワーク株式会社　企画

部部長（カイゼン担当）

2020年６月 当社　出向　執行役員企画部長

2022年６月 当社　出向　常務執行役員企画部長

（2023年６月出向解除）

2023年７月 北海道電力ネットワーク株式会社　執行

役員北見支店長

2024年６月 同　　執行役員配電部長（現任）

2024年６月 当社　取締役（現任）

(注)３ 0

取締役 林　　　裕　司 1950年１月12日生

1977年４月 弁護士登録（札幌弁護士会）

1977年４月 河谷法律事務所　入所

1979年４月 林裕司法律事務所　開所（現任）

2016年６月 北海道旅客鉄道株式会社　社外監査役

2020年６月 当社　取締役（現任）

(注)３ 4

取締役 米　田　和　志 1965年３月27日生

1989年４月 株式会社北海道拓殖銀行　入行

1998年11月 株式会社北洋銀行　入行

2020年６月 同　　執行役員ソリューション部長

2021年６月 同　　常務執行役員ソリューション部長

兼法人推進部長

2022年４月 同　　常務執行役員函館中央支店長兼末

広町支店長

2023年６月 同　　取締役営業店サポート部長

2024年６月 同　　常務取締役兼ＣＳＯ兼ＣＦＯ兼

　　　ＣＩＯ

2025年６月 同　　常務取締役兼ＣＳＯ兼ＣＦＯ

　　　（現任）

2025年６月 当社　取締役（現任）

(注)３ 0

常任監査役
（常勤）

黒　坂　洋　行 1963年２月18日生

1986年４月 北海道電力株式会社　入社

2007年４月 同　　法務・企業行動室企業行動グルー

プリーダー

2010年６月 同　　総務部企業行動室法務グループ

リーダー

2011年10月 同　　総務部企業行動室訟務グループ

リーダー

2011年12月 同　　総務部訟務室総括グループリー

ダー

2017年１月 同　　総務部訟務室長

2019年６月 同　　総務部企業行動室長

2021年６月 北海道電力ネットワーク株式会社　北見

支店長

2021年７月 同　　執行役員北見支店長

2023年６月 当社　常任監査役（現任）

(注)４ 2
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 大　野　　　浩 1960年４月５日生

1984年４月 北海道電力株式会社　入社

2009年４月 同　　釧路支店営業部長

2011年12月 同　　総務部企画行動室長

2016年６月 同　　北見支店長

2017年７月 同　　執行役員北見支店長

2018年４月 同　　執行役員送配電カンパニー札幌支

店長

2020年４月 北海道電力ネットワーク株式会社　執行

役員札幌支店長

2020年６月 同　　監査役（現任）

2020年６月 北海道電力株式会社　監査役

2021年６月 同　　常任監査役

2022年６月 同　　取締役監査等委員（現任）

2024年６月 当社　監査役（現任）

(注)５ －

監査役 山　本　剛　司 1953年１月24日生

1981年10月 等松・青木監査法人東京事務所　入所

（現有限責任監査法人トーマツ）

1985年９月 公認会計士登録

1994年６月 監査法人トーマツ　パートナー

　　　（現有限責任監査法人トーマツ）

2011年10月 公認会計士山本剛司事務所　開業(現任)

2013年４月 北海道公立大学法人札幌医科大学監事

2015年６月 当社　監査役（現任）

(注)４ 3

監査役 後　藤　雅　春 1961年12月22日生

1985年４月 北海道電力株式会社　入社

2004年８月 同　　電源立地部統括グループリーダー

2007年４月 同　　人事労務部人事グループリーダー

2010年４月 同　　電源立地部原子力グループリー

ダー

2013年４月 同　　東京支社次長

2015年６月 同　　総務部立地室長

2019年４月 同　　環境室長

2019年７月 同　　執行役員環境室長

2021年６月 北海道総合通信網株式会社　監査役

（現任）

2023年６月 当社　監査役（現任）

(注)４ －

計 29
 

 

(注) １ 取締役林裕司、米田和志は、社外取締役であります。

２ 常任監査役黒坂洋行、監査役山本剛司及び監査役後藤雅春は、社外監査役であります。

３ 2025年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４ 2023年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５　2024年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から３年間

６　取締役以外の役付執行役員及び執行役員は次のとおりであります。

常務執行役員 髙畑　龍二

安全品質部・Ｇ
Ｘソリューショ
ン部・地中線部
担当

常務執行役員 山田　克洋 経理部長

常務執行役員 坂谷　英司 配電部長

常務執行役員 金木　明浩 電力工事部長

常務執行役員 瀧口　政美 札幌支店長

執行役員 衣笠　泰秀 考査室長

執行役員 竹田　　聡 企画部長

執行役員 片岡　　敢 総務部長

執行役員 高田　雅史 人事労務部長

執行役員 福盛　　守
人事労務部　人
財開発センター
長

執行役員 田中　　篤 資材部長

執行役員 石川　敦司 安全品質部長

執行役員 吉田　岳夫 営業部長
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執行役員 松本　光正 情報通信部長

執行役員 田代　　智 計測器部長

執行役員 近喰　正章 地中線部長

執行役員 伊藤　達人 電力保守部長

執行役員 松浦　　貢 旭川支店長

執行役員 髙井　　仁 帯広支店長

執行役員 菊地　　聡 東京支社長
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b．2026年６月26日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役８名選任の件」及び「監査役１

名選任の件」を提案しており、当該決議が承認可決されると、当社の役員の状況及びその任期は、次のとおり

となる予定であります。なお、役員の役職等については、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締役

会の決議事項の内容を含めて記載しております。

 
男性12名　女性0名　（役員のうち女性の比率0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長

社長執行役員

(代表取締役)

藪　下　裕　己 1958年５月21日生

1982年４月 北海道電力株式会社　入社

2012年６月 同　　帯広支店長

2014年４月 同　　経理部長

2015年７月 同　　執行役員経理部長

2016年７月 同　　上席執行役員経理部長

2017年６月 同　　取締役常務執行役員ビジネスサ

ポート本部副本部長

2018年４月 同　　取締役常務執行役員送配電カンパ

ニー副社長

2019年６月 同　　取締役常務執行役員送配電カンパ

ニー社長

2019年６月 当社　取締役

2020年３月 当社　取締役辞任

2020年４月 北海道電力ネットワーク株式会社　取締

役社長社長執行役員

2023年５月 当社　顧問

2023年６月 当社　取締役社長社長執行役員（現任）

(注)３ 4

取締役

常務執行役員

電力外事業総括

 営業部・

 電設工事部・

　環境設備部・

情報通信部

 担当

今　野　正　章 1959年１月２日生

1990年４月 北海電気工事株式会社　入社

2008年７月 当社　電設工事部部長代理

2015年６月 当社　電設工事部長

2017年６月 当社　執行役員電設工事部長

2020年６月 当社　常務執行役員電設工事部長

2022年６月 当社　常務執行役員〔電設工事部・環境

設備部・情報通信部担当〕

2023年６月 当社　取締役常務執行役員（現任）

(注)３ 11

取締役

 常務執行役員

 経営管理総括

　考査室・

 企画部・

 総務部・

 法務室・

 人事労務部・

 経理部・

資材部

担当

山　上　祐　平 1962年11月16日生

1986年４月 北海道電力株式会社　入社

2014年６月 同　　帯広支店営業部長

2017年６月 同　　企画部ＩＲグループリーダー

2018年４月 同　　経営企画室ＩＲグループリーダー

2021年６月 同　　環境室長、環境室環境企画グルー

プリーダー兼務

2021年７月 同　　執行役員環境室長

2023年６月 北海道電力ネットワーク株式会社　取締

役副社長副社長執行役員

2025年６月 当社　取締役常務執行役員（現任）

(注)３ －

取締役

常務執行役員

電力関連事業総括

 配電部・

 計測器部・

 電力工事部・

 電力保守部 

担当

菅　原　吉　隆 1964年８月12日生

1987年４月 北海道電力株式会社　入社

2011年４月 同　　北見支店営業部長

2013年６月 同　　札幌支店千歳支社長

2015年４月 同　　配電部技術高度化グループリー

ダー

2018年４月 同　　送配電カンパニー北見支店長

2020年４月 北海道電力ネットワーク株式会社 北見

支店長

2021年６月 当社　取締役

2021年７月 北海道電力ネットワーク株式会社 執行

役員配電部長

2024年６月 当社　取締役常務執行役員（現任）

(注)３ 2
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

常務執行役員

 安全品質部・

GXソリューション部・

 地中線部 

 担当

瀧　口　政　美 1962年12月18日生

1981年４月 株式会社テクセル　入社

2017年７月 当社　配電部部長代理兼安全品質リー

ダー

2017年11月 当社　札幌支店配電グループリーダー兼

支店長代理

2020年４月 当社　北見支店長

2022年６月 当社　執行役員北見支店長兼総務グルー

プリーダー

2023年６月 当社　常務執行役員札幌支店長

2026年６月 当社　取締役常務執行役員（現任）

(注)３ －

取締役 桑　原　岳　広 1966年12月12日生

1991年４月 北海道電力株式会社　入社

2016年１月 同　　配電部基盤企画グループリーダー

2019年４月 同　　送配電カンパニー配電部ネット

ワーク企画グループリーダー

2021年４月 北海道電力ネットワーク株式会社 配電

部基盤企画グループリーダー

2021年６月 同　　配電部業務企画グループリーダー

2024年６月 同　　釧路支店長（現任）

2026年６月 当社　取締役（現任）

(注)３ －

取締役 林　　　裕　司 1950年１月12日生

1977年４月 弁護士登録（札幌弁護士会）

1977年４月 河谷法律事務所　入所

1979年４月 林裕司法律事務所　開所（現任）

2016年６月 北海道旅客鉄道株式会社　社外監査役

2020年６月 当社　取締役（現任）

(注)３ 4

取締役 米　田　和　志 1965年３月27日生

1989年４月 株式会社北海道拓殖銀行　入行

1998年11月 株式会社北洋銀行　入行

2020年６月 同　　執行役員ソリューション部長

2021年６月 同　　常務執行役員ソリューション部長

兼法人推進部長

2022年４月 同　　常務執行役員函館中央支店長兼末

広町支店長

2023年６月 同　　取締役営業店サポート部長

2024年６月 同　　常務取締役兼ＣＳＯ兼ＣＦＯ兼

　　　ＣＩＯ

2025年６月 同　　常務取締役兼ＣＳＯ兼ＣＦＯ

2025年６月 当社　取締役（現任）

2026年６月 株式会社北洋銀行　専務取締役兼ＣＳＯ

兼ＣＦＯ（就任予定）

(注)３ 0

常任監査役
（常勤）

黒　坂　洋　行 1963年２月18日生

1986年４月 北海道電力株式会社　入社

2007年４月 同　　法務・企業行動室企業行動グルー

プリーダー

2010年６月 同　　総務部企業行動室法務グループ

リーダー

2011年10月 同　　総務部企業行動室訟務グループ

リーダー

2011年12月 同　　総務部訟務室総括グループリー

ダー

2017年１月 同　　総務部訟務室長

2019年６月 同　　総務部企業行動室長

2021年６月 北海道電力ネットワーク株式会社　北見

支店長

2021年７月 同　　執行役員北見支店長

2023年６月 当社　常任監査役（現任）

(注)３ 2
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 戸　巻　雄　一 1963年１月18日生

1987年４月 北海道電力株式会社　入社

2017年４月 同　　流通企画部長

2018年４月 同　　送配電カンパニー流通企画部長

2019年７月 同　　執行役員送配電カンパニー流通企

画部長

2020年４月 北海道電力ネットワーク株式会社　執行

役員企画部長

2022年６月 北海道電力株式会社　執行役員原子力監

査室長

2024年６月 同　　取締役監査等委員（現任）

2024年６月 北海道電力ネットワーク株式会社　監査

役（現任）

2026年６月 当社　監査役（現任）

(注)３ －

監査役 山　本　剛　司 1953年１月24日生

1981年10月 等松・青木監査法人東京事務所　入所

（現有限責任監査法人トーマツ）

1985年９月 公認会計士登録

1994年６月 監査法人トーマツ　パートナー

　　　（現有限責任監査法人トーマツ）

2011年10月 公認会計士山本剛司事務所　開業(現任)

2013年４月 北海道公立大学法人札幌医科大学監事

2015年６月 当社　監査役（現任）

(注)３ 3

監査役 後　藤　雅　春 1961年12月22日生

1985年４月 北海道電力株式会社　入社

2004年８月 同　　電源立地部統括グループリーダー

2007年４月 同　　人事労務部人事グループリーダー

2010年４月 同　　電源立地部原子力グループリー

ダー

2013年４月 同　　東京支社次長

2015年６月 同　　総務部立地室長

2019年４月 同　　環境室長

2019年７月 同　　執行役員環境室長

2021年６月 北海道総合通信網株式会社　監査役

（現任）

2023年６月 当社　監査役（現任）

(注)３ －

計 29
 

 

(注) １ 取締役林裕司、米田和志は、社外取締役であります。

２ 常任監査役黒坂洋行、監査役山本剛司及び監査役後藤雅春は、社外監査役であります。

３ 2026年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４　取締役以外の役付執行役員及び執行役員は次のとおりであります。

常務執行役員 山田　克洋 経理部長

常務執行役員 坂谷　英司 配電部長

常務執行役員 金木　明浩 電力工事部長

常務執行役員 吉田　岳夫 札幌支店長

執行役員 衣笠　泰秀 考査室長

執行役員 竹田　　聡 企画部長

執行役員 片岡　　敢 総務部長

執行役員 高田　雅史 人事労務部長

執行役員 福盛　　守
人事労務部　人
財開発センター
長

執行役員 田中　　篤 資材部長

執行役員 石川　敦司 安全品質部長

執行役員 松本　光正 情報通信部長

執行役員 田代　　智 計測器部長

執行役員 近喰　正章 地中線部長

執行役員 伊藤　達人 電力保守部長

執行役員 松浦　　貢 旭川支店長

執行役員 髙井　　仁 帯広支店長

執行役員 中村　匡秀 函館支店長

執行役員 菊地　　聡 東京支社長
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② 社外役員の状況

当社の社外取締役は２名であり、社外監査役は３名であります。

社外取締役は、社内の取締役に対する監督機能に加え、豊富な経験・知識に基づく経営助言等を通じて、取締

役会の透明性と説明責任の向上に貢献する役割を担っております。

社外監査役は、社外の視点から中立的かつ客観的な意見・助言等を行うとともに経営の適法性を監査し、経営

に関する監視機能を果たしております。

社外取締役林裕司氏は、弁護士としての豊富な経験及び高い知見をもとに、当社経営を監督していただくとと

もに独立した客観的かつ専門的見地から有益かつ適切な意見及び助言により、当社経営判断の客観性、適正性を

高めていただけるものと判断しております。

同氏は、林裕司法律事務所の所長を兼職しております。当社と林裕司法律事務所の間には特別な利害関係はあ

りません。同氏については、札幌証券取引所の定める独立役員として届け出ております。

社外取締役米田和志氏は、株式会社北洋銀行の常務取締役兼ＣＳＯ兼ＣＦＯとして、企業経営者としての豊富

な経験と地域経済に関する知見を有しており、これらの経験と知見をもとに、当社経営を監督していただくとと

もに、独立した客観的かつ専門的見地から有益かつ適切な意見及び助言により、当社経営判断の客観性、適正性

を高めていただけるものと判断しております。

同氏は、株式会社北洋銀行の常務取締役兼ＣＳＯ兼ＣＦＯを兼職しており、2026年６月25日に同行の専務取締

役兼ＣＳＯ兼ＣＦＯに就任予定であります。当社と株式会社北洋銀行との間には預金等の銀行取引があります

が、同社からの借入金はありません。同氏については、札幌証券取引所の定める独立役員として届け出ておりま

す。

社外監査役黒坂洋行氏は、北海道電力株式会社において総務部訟務室長及び総務部企業行動室長を務めるな

ど、企業法務部門を中心に豊富な業務経験と実績を重ねた後、北海道電力ネットワーク株式会社において執行役

員北見支店長を務めており、経営全般に関する豊富な経験と高い知見を有しております。その経験と知見をもと

に客観的な立場から当社の監査に携わっていただくことで、監査体制が一層充実されるものと判断しておりま

す。

同氏は、北海道電力株式会社の出身であり、同社の子会社である北海道電力ネットワーク株式会社において執

行役員北見支店長に就任しておりました。当社と北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社との

資本関係、取引関係等については、「第１ 企業の概況　４ 関係会社の状況」に記載しております。

社外監査役山本剛司氏は、公認会計士として、豊富な経験と優れた識見並びに財務及び会計に関する高い知見

を有しており、専門的見地かつ客観的な立場から当社の監査に携わっていただくことで、監査体制が一層充実さ

れるものと判断しております。

同氏は、公認会計士山本剛司事務所の所長を兼職しております。当社と公認会計士山本剛司事務所との間には

特別な利害関係はありません。同氏については、札幌証券取引所の定める独立役員として届け出ております。

社外監査役後藤雅春氏は、北海道電力株式会社において東京支社次長、総務部立地室長及び執行役員環境室長

を務めた後、同社の子会社である北海道総合通信網株式会社において常勤監査役として監査業務に携わってお

り、経営全般及び監査業務に関する豊富な経験と高い知見を有しております。その経験と知見をもとに、専門的

見地及び客観的な立場から当社の監査に携わっていただくことで、監査体制が一層充実されるものと判断してお

ります。

同氏は、北海道電力株式会社の出身であり、同社の子会社である北海道総合通信網株式会社の常勤監査役を兼

職しております。当社と北海道電力株式会社との資本関係、取引関係等については、「第１ 企業の概況　４ 関

係会社の状況」に記載しております。当社は北海道総合通信網株式会社から通信工事等を受注しております。

社外取締役２名及び社外監査役３名は、その他の人的関係、資本的関係、取引関係等において、当社との間に

特別な利害関係はありません。

また、社外監査役は会計監査人及び内部監査部門と連携を密にして、監査の質的充実に努めております。

なお、当社は社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針は定めていないもの

の、選任に当たっては札幌証券取引所の独立役員に関する判断基準等を参考として、人格、識見、能力等を十分

検討し、適任と思われる方を選任しております。

 
(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

監査役監査については、監査役４名（うち社外監査役３名）に加え監査役室に専任担当者を２名配置し、取締
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役の職務執行に関して監査を行っております。

監査役山本剛司氏は、公認会計士として豊富な経験と優れた識見、財務及び会計に関する相当程度の知見を有

しております。

また、監査役は会計監査人及び内部監査部門と連携を密にして、監査の質的充実に努めております。

当事業年度において当社は監査役会を合計８回開催しており、個々の監査役の出席状況は次のとおりでありま

す。

区分 氏名 監査役会出席状況

常任監査役（常勤・社外） 黒坂　洋行 ８回中８回

監査役 大野　　浩 ８回中８回

監査役（社外） 山本　剛司 ８回中８回

監査役（社外） 後藤　雅春 ８回中６回
 

 
監査役会では、監査の方針・監査計画の策定、監査報告書の作成、会計監査人の選任、会計監査人の報酬等に

ついて検討しております。

また、監査役は取締役会に出席し、意見を述べ、取締役等から経営上の重要事項に関する説明を聴取するとと

もに、業務の適正を確保するための体制の整備状況を監視・検証するなど、取締役の職務執行について適法性・

妥当性の観点から監査を行っております。加えて、常勤監査役は、取締役会以外の重要な会議にも出席し、主要

な事業所の業務及び財産の状況を調査するなど、日常的に監査しており、監査役会にて、他の監査役に定期的に

報告しております。

 
② 内部監査の状況

内部監査については、考査室に専任担当者を５名配置し、内部監査規程に基づき業務の適法性、効率性等に係

る内部監査及び財務報告に係る内部統制の評価を実施し、各部門に対し必要な改善への助言・提案を行っており

ます。

また、内部監査の結果は、定期的に社長及び役付執行役員会議並びに常勤監査役に報告するほか、必要に応じ

て取締役会及び監査役会に報告を行っております。

 
③ 会計監査の状況

a. 監査法人の名称

EY新日本有限責任監査法人

 
b. 継続監査期間

 11年間

 
c. 業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　片岡直彦

指定有限責任社員　業務執行社員　井上裕人

 
d. 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他14名であります。

 
e. 監査法人の選定方針と理由

EY新日本有限責任監査法人を監査法人として選定した理由は、同監査法人は当社の親会社の会計監査人であ

り、当社の会計監査人を親会社の会計監査人と同一とすることにより、連結決算においてより効果的な監査が図

られるものと判断したこと、及び、同監査法人は、企業会計監査の実績、独立性及び適格性等から当社の会計監

査が適正に行われることを確保する体制を十分備えていると判断したことによるものであります。

なお、当社の監査役会は、会社法第340条の定めによる会計監査人の解任のほか、会計監査人が職務を適切に

遂行することが困難と認められるなど、会計監査人として適当でないと判断される場合その他必要ある場合に

は、会社法第344条の定めにより、会計監査人の解任又は不再任に関する株主総会提出議案の内容を決定いたし

ます。
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f. 監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、社内関係部署

及び会計監査人からの報告を受け、会計監査人の職務遂行状況、監査体制、独立性及び専門性などについて確認

の上、公益社団法人日本監査役協会の「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」に基

づき行い、その結果、監査法人の品質管理及び監査チーム等の内容は適切であると評価しております。

 
④ 監査報酬の内容等

a. 監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 25 － 25 －

連結子会社 － － － －

計 25 － 25 －
 

 
b. 監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

該当事項はありません。

 
c. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 
d. 監査報酬の決定方針

当社は、会計監査人に対する監査報酬を決定するに当たり、会計監査人より提示される監査計画の内容をもと

に、監査工数等の妥当性を勘案し、会計監査人と協議の上、監査役会の同意を得て決定することとしておりま

す。

 
e. 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま

え、会計監査人の監査計画の内容、報酬見積りなどを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社

法第399条第１項の同意を行っております。

 
(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

 ａ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会決議に関する事項

取締役の基本報酬の額は、1993年６月22日開催の第53回定時株主総会において月額1,200万円以内（使用人兼

務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議されており、当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は12名

です。

監査役の基本報酬の額は、2017年６月29日開催の第77回定時株主総会において月額400万円以内と決議されて

おり、当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。

 
 ｂ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に係る方針に関する事項

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、「決定方針」とい

う。）を次の内容で決議しております。

 
・取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

イ．報酬等の構成について

当社の業務執行取締役の報酬等は、基本報酬（固定報酬）及び賞与（業績連動報酬）より構成し、基本報

酬及び賞与の支給割合は、取締役の職責及び各事業年度の業績等を総合的に勘案して決定する。

また、当社の社外取締役の報酬等は、独立して経営の監督機能を担うその職責に対する基本報酬（固定報

酬）のみとする。
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ロ．基本報酬について

基本報酬は月例報酬とし、株主総会において決議された範囲内で、各取締役の職責、経営内容及び従業員

の給与水準等を総合的に勘案し、取締役会において支給額等を決定する。

ハ．賞与について

賞与は各事業年度の一定の時期に支給し、特定の指標に拠らず、支給の都度株主総会において各事業年度

の業績の内容を総合的に勘案して総額を決議し、各取締役の職責及び業務執行の成果等を踏まえ、取締役会

において支給額等を決定する。

ニ．具体的な内容の決定について

個人別の報酬等の具体的な内容については、取締役会において取締役会長及び取締役社長が委任を受け決

定する。

 
 ｃ．取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当事業年度においては、2025年６月27日開催の臨時取締役会で、取締役社長 社長執行役員 藪下裕己氏に取

締役の個人別の報酬等の額の具体的内容の決定を委任する旨の決議をしております。

その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及び各取締役の職責等を踏まえた賞与の配分額、並びにこれら

報酬等の支給時期及び支給方法等であり、その権限を委任した理由は、当社の業務を統括する取締役社長が、

取締役の個人別の報酬等の額の具体的内容を決定することが相応しいからであります。

また、取締役会では、取締役社長に委任した権限が予め株主総会で決議された報酬等の額の範囲内であり、

その裁量の余地は限定的であることから、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は決定方針に沿う

ものであると判断しております。

 
② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額
(百万円) 対象となる

役員の員数
（名）基本報酬 賞与

取締役
（社外取締役を除く。）

84 64 20 5

監査役
（社外監査役を除く。）

－ － － －

社外役員 28 28 － 5
 

（注） 当社の親会社又は親会社の子会社の役員等を兼任の役員（現任３名）には、報酬等を支給しておりま

せん。

 
③ 役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式の区分について、専ら株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目

的として保有する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式と

して区分しております。

当社が保有する株式は、当社と取引先との関係維持・円滑化などの観点から取得に至ったものであり、価値の

変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的としていないことから、全て純投資目的以外の目的で

ある投資株式であります。

 
② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の内

容

当社は、設備工事業における中長期的・安定的な取引関係の維持や金融取引の維持・円滑化など、当社グルー

プの中長期的な企業価値の向上に資すると判断される企業の株式を、政策的に保有することがあります。

保有する株式については、個別銘柄ごとに保有の意義・合理性について、保有目的である取引先との取引関係

に加え、財政状態、経営成績、株価、配当の状況、将来の見通しなどを考慮して総合的に判断しており、保有の

意義・合理性が希薄化したと判断される銘柄については、売却を進めるなど縮減を図ります。

 
b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
(銘柄)

貸借対照表計上額の
合計額(百万円)

非上場株式 4 21

非上場株式以外の株式 5 2,150
 

 
c.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

　　　 特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果（注）

及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数(株) 株式数(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

ＫＤＤＩ㈱
704,400 352,200

 保有先企業は、当社が設備工事を請け
負う重要な顧客であり、中長期的・安定
的な取引関係の維持向上のために保有し
ております。

無
1,918 1,662

㈱北洋銀行

200,000 200,000
 保有先企業は、当社が設備工事を請け
負う重要な顧客及び主要な金融取引先の
ひとつであり、中長期的・安定的な取引
関係の維持向上及び金融取引の維持・円
滑化のために保有しております。

有

187 103

㈱ほくほくフィ
ナンシャルグ
ループ

4,000 4,000
 保有先企業は、当社が設備工事を請け
負う重要な顧客及び主要な金融取引先の
ひとつであり、中長期的・安定的な取引
関係の維持向上及び金融取引の維持・円
滑化のために保有しております。

無

23 10

第一生命ホール
ディングス㈱

10,800 2,700
 保有先企業は、当社が設備工事を請け
負う重要な顧客であり、中長期的・安定
的な取引関係の維持向上のために保有し
ております。

無
15 12

㈱みずほフィナ
ンシャルグルー
プ

1,080 1,080
 保有先企業は、当社が設備工事を請け
負う重要な顧客及び主要な金融取引先の
ひとつであり、中長期的・安定的な取引
関係の維持向上及び金融取引の維持・円
滑化のために保有しております。

無

6 4
 

（注）１ 定量的な保有効果については記載が困難であります。保有の意義・合理性については、保有目的であ

る取引先との取引関係に加え、財政状態、経営成績、株価、配当の状況、将来の見通しなどを考慮し

て総合的に判断しております。

２ ＫＤＤＩ㈱は、2025年４月１日付で、普通株式１株につき２株の比率で株式分割を行っております。

３ 第一生命ホールディングス㈱は、2025年４月１日付で、普通株式１株につき４株の比率で株式分割を

行っております。

４ 2026年４月１日に第一生命ホールディングス㈱は、㈱第一ライフグループに社名変更しております。

 
　　　 みなし保有株式

 　　　 該当事項はありません。
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③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

　　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 
当社グループは、人材を価値創造の源泉として「人財」と定義し、最も重要な経営資源と位置付けており、計

画的な採用による人財の確保と技術・技能の継承を通じた育成を重要な経営課題と認識しております。

また、人的資本経営の推進を重要課題の一つとして位置づけ、多様な人財の活躍促進及び働きやすい環境の整

備に取り組むことを、人財戦略の基本方針としております。

中期経営計画（2026-2030年度）においては、電力サポート事業の確実な推進に加え、総合設備企業としての受

注拡大並びに業務変革・生産性向上による経営基盤の強化を図っております。これらの実現に向け、高度な技術

力と高い安全意識を備えた人財の安定的な確保・育成を推進するとともに、人財投資の拡充を重点施策としてお

ります。

具体的には、計画的な採用活動を推進するとともに、人財の確保と定着に向け、処遇の改善を含む人事制度の

見直しを進めております。

また、各部門の専門教育の充実により、技術基盤の強化と専門性の高度化を図るとともに、デジタル人財教育

により業務の生産性向上を図り、安全・品質を最優先とする企業文化のもと、技術・技能継承の強化を通じて施

工品質の維持・向上に取り組んでおります。

今後も、戦略的な人財投資の拡充を通じて人財の価値を高め、当社グループの持続的な成長及び中長期的な企

業価値の向上につなげてまいります。

従業員の給与の額及び内容については、上記の人財戦略に基づき、従業員との対話・コミュニケーションを通

じて、従業員一人ひとりの貢献・努力に報いるよう、その役割及び成果に応じた納得性のある評価と処遇を行う

とともに、経済・社会情勢を考慮した適切な賃上げを目指しながら、労働組合との協議を通じて、公平かつ透明

性のある賃金決定プロセスに基づき決定しております。

今後も、従業員が安心してその能力を発揮できるよう、公平性や納得感のある人事・給与制度の整備に向けた

検討を進めてまいります。

 

(2) 【従業員の状況】

① 連結会社の状況

2026年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

設備工事業 1,794

合計 1,794
 

(注)　従業員数は就業人員数であります。

 

② 提出会社の状況

2026年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

1,665 46.4 21.7 6,651,711 3.1
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

設備工事業 1,665

合計 1,665
 

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
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③ 労働組合の状況

北海電工労働組合は、1946年10月１日に結成され、2026年３月31日現在の組合員数は1,059名であり、

 上部団体としては全国電力関連産業労働組合総連合に加盟しております。

なお、会社と組合との関係は、円満に推移しており、特記すべき事項はありません。

 

④ 管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額

の差異

 
当事業年度

補足説明
名称

管理的地位に
ある労働者に
占める
女性労働者
の割合(％)
(注1)

男性労働者の
育児休業
取得率(％)
(注2)

労働者の男女の
賃金の額の差異(％)(注1)

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

提出会社 1.3 95.2 71.8 84.5 63.3 －

㈱アイテス － － － － － －
 

(注) １　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２　「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第２号における育児休業等及び育児目的休暇の取得割合を算出したもので

あります。
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第５ 【経理の状況】

　

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)第２条の

規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)により作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2025年４月１日から2026年３月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2025年４月１日から2026年３月31日まで)の財務諸表について、EY新日本有限責任監

査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構への加入並びに同機構及び監査法人等が主催するセミナーへの参加等の取組を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 11,139 2,683

  預け金 - 9,975

  受取手形・完成工事未収入金 ※1  19,944 ※1  21,398

  未成工事支出金 1,928 2,644

  材料貯蔵品 1,014 959

  その他 358 1,535

  貸倒引当金 △2 △3

  流動資産合計 34,383 39,194

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 7,190 6,983

   機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 539 719

   土地 3,813 3,816

   建設仮勘定 146 695

   有形固定資産合計 ※2  11,691 ※2  12,216

  無形固定資産 277 319

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※3  1,835 ※3  2,174

   繰延税金資産 1,345 1,089

   その他 266 210

   投資その他の資産合計 3,447 3,473

  固定資産合計 15,416 16,008

 資産合計 49,800 55,202
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 6,799 7,491

  未払費用 2,370 2,390

  未払法人税等 954 831

  未成工事受入金 1,249 2,630

  完成工事補償引当金 736 626

  工事損失引当金 97 0

  役員賞与引当金 20 20

  その他 917 1,465

  流動負債合計 13,146 15,456

 固定負債   

  退職給付に係る負債 3,315 2,792

  その他 27 21

  固定負債合計 3,342 2,814

 負債合計 16,488 18,270

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,730 1,730

  資本剰余金 5,032 5,032

  利益剰余金 23,788 27,091

  自己株式 △3 △3

  株主資本合計 30,546 33,850

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,184 1,430

  退職給付に係る調整累計額 1,580 1,651

  その他の包括利益累計額合計 2,764 3,081

 純資産合計 33,311 36,932

負債純資産合計 49,800 55,202
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

完成工事高 68,925 72,445

完成工事原価 ※1,※2  62,686 ※1,※2  64,543

完成工事総利益 6,238 7,902

販売費及び一般管理費 ※3  2,756 ※3  2,928

営業利益 3,482 4,974

営業外収益   

 受取配当金 55 64

 保険配当金 63 69

 物品売却益 28 35

 その他 28 43

 営業外収益合計 176 213

営業外費用 4 2

経常利益 3,654 5,185

特別利益   

 固定資産売却益 ※4  1 ※4  0

 特別利益合計 1 0

特別損失   

 固定資産売却損 ※5  0 -

 固定資産除却損 ※6  54 ※6  10

 減損損失 ※7  35 -

 特別損失合計 90 10

税金等調整前当期純利益 3,565 5,176

法人税、住民税及び事業税 1,338 1,334

法人税等調整額 △254 123

法人税等合計 1,084 1,458

当期純利益 2,481 3,717

親会社株主に帰属する当期純利益 2,481 3,717
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

当期純利益 2,481 3,717

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 56 246

 退職給付に係る調整額 1,129 70

 その他の包括利益合計 ※1  1,185 ※1  317

包括利益 3,667 4,034

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 3,667 4,034
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,730 5,032 21,721 △3 28,479

当期変動額      

剰余金の配当   △414  △414

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  2,481  2,481

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
     

当期変動額合計 - 0 2,066 △0 2,066

当期末残高 1,730 5,032 23,788 △3 30,546
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,127 451 1,579 30,058

当期変動額     

剰余金の配当    △414

親会社株主に帰属す

る当期純利益
   2,481

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
56 1,129 1,185 1,185

当期変動額合計 56 1,129 1,185 3,252

当期末残高 1,184 1,580 2,764 33,311
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 当連結会計年度(自 2025年４月１日　至 2026年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,730 5,032 23,788 △3 30,546

当期変動額      

剰余金の配当   △414  △414

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  3,717  3,717

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  -  - -

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
     

当期変動額合計 - - 3,303 △0 3,303

当期末残高 1,730 5,032 27,091 △3 33,850
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,184 1,580 2,764 33,311

当期変動額     

剰余金の配当    △414

親会社株主に帰属す

る当期純利益
   3,717

自己株式の取得    △0

自己株式の処分    -

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
246 70 317 317

当期変動額合計 246 70 317 3,620

当期末残高 1,430 1,651 3,081 36,932
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 3,565 5,176

 減価償却費 749 818

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 736 △110

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △33 △97

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △241 △419

 受取利息及び受取配当金 △55 △85

 支払利息 0 -

 有形固定資産売却損益（△は益） △0 △0

 有形固定資産除却損 54 10

 売上債権の増減額（△は増加） 454 △1,454

 未成工事支出金の増減額（△は増加） △607 △716

 棚卸資産の増減額（△は増加） △318 55

 仕入債務の増減額（△は減少） 454 692

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 833 1,378

 その他 119 △1,148

 小計 5,711 4,100

 利息及び配当金の受取額 55 85

 利息の支払額 △0 -

 法人税等の支払額 △1,139 △1,475

 営業活動によるキャッシュ・フロー 4,628 2,710

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,775 △696

 有形固定資産の売却による収入 39 0

 有形固定資産の除却による支出 △36 △6

 無形固定資産の取得による支出 △101 △122

 その他 △58 55

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,933 △769

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 自己株式の売却による収入 0 -

 配当金の支払額 △414 △414

 その他 △4 △6

 財務活動によるキャッシュ・フロー △419 △421

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,276 1,519

現金及び現金同等物の期首残高 8,863 11,139

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  11,139 ※1  12,658
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　1社

連結子会社の名称　株式会社アイテス

　

２　持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない関連会社の名称等

　関連会社　　株式会社札幌電工

持分法を適用していない理由

持分法を適用していない関連会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等から

みて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないた

め適用範囲から除外しております。

　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

４　会計方針に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産

イ．未成工事支出金

　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

ロ．材料貯蔵品

　主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法)によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 完成工事補償引当金

完成工事に係る契約不適合責任により要する費用に備えるため、特定の工事について補償費用の個別見積額

を計上しております。
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③ 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における手持工事のうち、損失発生の可能性が

高く、かつ金額を合理的に見積ることができる場合に、その損失見込額を計上しております。

④ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う額を計上して

おります。

 
(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③ 簡便法の採用

連結財務諸表提出会社の一部の退職給付制度及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計

算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 
(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、設備工事業を営んでおり、主な収益は電気工事等の工事契約によるものであります。工事契

約については、工事の進捗に伴い一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進

捗度に基づき収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、当連結会計年度末までに発生し

た工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。

また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生す

る費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。

なお、工事契約に関する取引の対価は、工事完成後、概ね１か月以内に受領（契約に基づき前受金を受領する

場合がある。）しており、重要な金融要素は含まれておりません。

 
(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び預け金からなっております。

　

(重要な会計上の見積り)

前連結会計年度(2025年３月31日)

履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法による計上

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

完成工事高　 27,332百万円 　　完成工事未収入金　12,205百万円

 
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

工事契約において、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積

り、当該進捗度に応じて完成工事高を計上しております。

履行義務の充足に係る進捗度の見積りに用いた仮定は、工事原価総額を合理的に見積もった実行予算であり、

進捗度は、当連結会計年度までの工事原価を工事完了までの工事原価総額の見積りと比較することにより測定し

ております。

工事完了までの工事原価総額の見積りについて、設計変更等に伴い変更が生じた場合、翌連結会計年度の損益

に影響を及ぼす可能性があります。
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当連結会計年度(2026年３月31日)

履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法による計上

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

完成工事高　 28,243百万円 　　完成工事未収入金　13,271百万円

 
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

工事契約において、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積

り、当該進捗度に応じて完成工事高を計上しております。

履行義務の充足に係る進捗度の見積りに用いた仮定は、工事原価総額を合理的に見積もった実行予算であり、

進捗度は、当連結会計年度までの工事原価を工事完了までの工事原価総額の見積りと比較することにより測定し

ております。

工事完了までの工事原価総額の見積りについて、設計変更等に伴い変更が生じた場合、翌連結会計年度の損益

に影響を及ぼす可能性があります。

 
(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

 
(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手の全てのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

 
(2) 適用予定日

2028年３月期の期首より適用予定であります。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

 
(連結貸借対照表関係)

※１　受取手形・完成工事未収入金のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、連結財務諸表「注記

事項（収益認識関係） ３.(1) 契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

 
※２ 有形固定資産の減価償却累計額

 

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

有形固定資産合計 11,982百万円 12,562百万円
 

　

※３ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

投資有価証券(株式) 2百万円 2百万円
 

　

(連結損益計算書関係)

※１ 完成工事原価に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

 8百万円 3百万円
 

　

EDINET提出書類

株式会社北海電工(E01855)

有価証券報告書

52/87



 

※２ 完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額（△は戻入額）は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

 △33百万円 △97百万円
 

　

※３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

役員賞与引当金繰入額 20百万円 20百万円

従業員給料手当 997百万円 1,092百万円

退職給付費用 43百万円 22百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円 0百万円

雑費 290百万円 345百万円
 

 
※４ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

建物・構築物 1百万円 － 

機械、運搬具及び工具器具備品 0百万円 0百万円

土地 0百万円 0百万円

計 1百万円 0百万円
 

 

※５ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

機械、運搬具及び工具器具備品 0百万円 － 

計 0百万円 － 
 

 
※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

建物・構築物 51百万円 8百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 2百万円 1百万円

その他（投資その他の資産） － 0百万円

計 54百万円 10百万円
 

 

※７ 減損損失

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産につきまして減損損失を計上いたしました。

 

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

遊休資産 土地及び建物 北海道稚内市 27

賃貸資産 土地 北海道松前郡福島町 8
 

 
当社グループは、遊休資産及び賃貸資産については個別の物件ごとにグルーピングし、減損の判定を行っておりま

す。

遊休資産については、将来利用見込みがないことから売却の意思決定を行ったことにより、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額27百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。
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賃貸資産については、地価の下落により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額８百万円を減損損失とし

て特別損失に計上いたしました。

また、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額は、遊休資産については売却予

定額を、賃貸資産については、固定資産税評価額を基に算定した金額により測定しております。

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

 該当事項はありません。

 
(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

その他有価証券評価差額金     

 当期発生額 103百万円 358百万円

　組替調整額 － － 

   法人税等及び税効果調整前 103百万円 358百万円

   法人税等及び税効果額 △46百万円 △112百万円

   その他有価証券評価差額金 56百万円 246百万円

退職給付に係る調整額     

  当期発生額 1,850百万円 609百万円

　組替調整額 △197百万円 △506百万円

　　法人税等及び税効果調整前 1,652百万円 103百万円

    法人税等及び税効果額 △523百万円 △32百万円

   退職給付に係る調整額 1,129百万円 70百万円

          その他の包括利益合計 1,185百万円 317百万円
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,733,107 － － 20,733,107
 

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 14,620 107 2 14,725
 

 
（変動事由の概要）

自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、単元未満株式の買増請求によ

る売渡によるものであります。

 
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 207 10 2024年３月31日 2024年６月28日

2024年10月30日
取締役会

普通株式 207 10 2024年９月30日 2024年12月２日
 

（注）　2024年10月30日取締役会決議による１株当たり配当額10円は、創立80周年記念配当であります。

 
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
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定時株主総会 普通株式 利益剰余金 207 10 2025年３月31日 2025年６月30日
 

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,733,107 － － 20,733,107
 

 
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 14,725 18 － 14,743
 

 
（変動事由の概要）

自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 207 10 2025年３月31日 2025年６月30日

2025年10月29日
取締役会

普通株式 207 10 2025年９月30日 2025年11月28日
 

 
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　次の剰余金の配当に関する事項は、2026年６月26日開催予定の定時株主総会の決議事項となっております。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 207 10 2026年３月31日 2026年６月29日
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

現金預金 11,139百万円 2,683百万円

預け金 － 9,975百万円

現金及び現金同等物 11,139百万円 12,658百万円
 

 
　２　重要な非資金取引の内容

 
前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

   オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料　　　　　　　　（単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

１年内 325 344

１年超 950 974

合計 1,276 1,318
 

 

(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

資金運用については安全性及び流動性に優れた金融資産を基本としております。また、運転資金及び設備投資資

金等の必要資金は内部資金を充当するほか、親会社（北海道電力株式会社）が運営するキャッシュ・マネジメン

ト・サービス（ＣＭＳ）からの調達を可能としております。デリバティブについては全く利用しておりません。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、信用調査マニュアルに従い、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。預け金については、一時

的な余剰資金運用目的のためのＣＭＳに対する資金の預け入れであります。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク、発行体の信用リスクに

晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

　営業債務である工事未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　また、営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、月次資金予算を策定するなどの方法により管理してお

ります。

 

(3) 信用リスクの集中

当連結会計年度末における営業債権のうち79％が特定の大口顧客に対するものであります。

 

２  金融商品の時価等に関する事項

前連結会計年度(2025年３月31日)

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式

等及び出資金等は、次表には含めておりません（（注）参照）。

また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形・完成工事未収入金、工事未払金、未払法人税等は、短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

　投資有価証券    

　　その他有価証券 1,792 1,792 －
 

(注)１　市場価格のない株式等及び出資
 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 43

出資金 8
 

上記については、「投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
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２　金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金預金 11,139 － － －

受取手形・完成工事未収入金 19,944 － － －

合計 31,084 － － －
 

 

当連結会計年度(2026年３月31日)

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式

等及び出資金等は、次表には含めておりません（（注）参照）。

また、現金は注記を省略しており、預金、預け金、受取手形・完成工事未収入金、工事未払金、未払法人税等

は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

 

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

　投資有価証券    

　　その他有価証券 2,150 2,150 －
 

(注)１　市場価格のない株式等及び出資
 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 23

出資金 8
 

上記については、「投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

 

２　金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金預金 2,683 － － －

預け金 9,975 － － －

受取手形・完成工事未収入金 21,398 － － －

合計 34,057 － － －
 

 

 
３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

　　前連結会計年度(2025年３月31日)
 

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 1,792 － － 1,792

 

 
　　当連結会計年度(2026年３月31日)

 

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 2,150 － － 2,150

 

(注）　時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。

 

(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度(2025年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 1,792 68 1,723

小計 1,792 68 1,723

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 － － －

小計 － － －

合計 1,792 68 1,723
 

(注)　非上場株式（連結貸借対照表計上額43百万円）については、市場価格のない株式等のため、上表には含めてお

りません。

 
当連結会計年度(2026年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 2,150 68 2,082

小計 2,150 68 2,082

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 － － －

小計 － － －

合計 2,150 68 2,082
 

(注)　非上場株式（連結貸借対照表計上額23百万円）については、市場価格のない株式等のため、上表には含めてお

りません。
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(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定拠出

型の制度として、確定拠出企業年金制度及び前払退職金制度の選択制を設けております。なお、確定給付企業年金制

度は退職一時金制度に加えて勤続20年以上又は勤続10年以上かつ50歳以上で退職した従業員に対して支給するもので

あります。

また、当社の一部の退職給付制度及び連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及

び退職給付費用を計算しております。

　

２ 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

　　　　

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

退職給付債務の期首残高 13,786百万円 11,683百万円

勤務費用 612百万円 496百万円

利息費用 53百万円 214百万円

数理計算上の差異の発生額 △1,973百万円 △74百万円

退職給付の支払額 △795百万円 △631百万円

退職給付債務の期末残高 11,683百万円 11,688百万円
 

（注）簡便法を適用した制度を含んでおります。

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

　　　　

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

年金資産の期首残高 8,576百万円 8,368百万円

期待運用収益 128百万円 125百万円

数理計算上の差異の発生額 △122百万円 535百万円

事業主からの拠出額 238百万円 233百万円

退職給付の支払額 △452百万円 △367百万円

年金資産の期末残高 8,368百万円 8,895百万円
 

　

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 7,733百万円 7,748百万円

年金資産 △8,368百万円 △8,895百万円

 △635百万円 △1,147百万円

非積立型制度の退職給付債務 3,950百万円 3,939百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,315百万円 2,792百万円

     
退職給付に係る負債 3,315百万円 2,792百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,315百万円 2,792百万円
 

（注）簡便法を適用した制度を含んでおります。
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

　　　　

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

勤務費用 612百万円 496百万円

利息費用 53百万円 214百万円

期待運用収益 △128百万円 △125百万円

数理計算上の差異の費用処理額 △197百万円 △506百万円

過去勤務費用の費用処理額 － －百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 339百万円 79百万円
 

（注）簡便法を適用した制度を含んでおります。

　

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

　　　　

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

過去勤務費用 － － 

数理計算上の差異 1,652百万円 103百万円

合計 1,652百万円 103百万円
 

　

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

　　　　

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

未認識過去勤務費用 － －百万円

未認識数理計算上の差異 △2,301百万円 △2,404百万円

合計 △2,301百万円 △2,404百万円
 

　

(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　　　

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

生命保険会社商品（一般勘定） 40% 37%

債券 22% 17%

株式 26% 30%

その他 12% 16%

合計 100% 100%
 

　

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

　　　　

 
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

割引率 1.9% 1.9%

長期期待運用収益率 1.5% 1.5%
 

　

３ 確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度90百万円、当連結会計年度89百万円であります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

繰延税金資産     

完成工事補償引当金 223百万円 196百万円

退職給付に係る負債 1,041百万円 884百万円

未払賞与 425百万円 493百万円

減損損失 66百万円 57百万円

未払事業税 64百万円 61百万円

未払法定福利費 67百万円 76百万円

その他 97百万円 57百万円

繰延税金資産小計 1,986百万円 1,827百万円

評価性引当額 △101百万円 △86百万円

繰延税金資産合計 1,885百万円 1,741百万円

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △539百万円 △651百万円

繰延税金負債合計 △539百万円 △651百万円

繰延税金資産純額 1,345百万円 1,089百万円
 

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

法定実効税率 －  30.41％

(調整)     
交際費等永久に損金に
算入されない項目

－  0.17％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

－  △0.08％

評価性引当額の増減 －  △0.29％

住民税均等割 －  0.60％

賃上げ促進税制による税額控除 －  △2.24％

その他 －  △0.40％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

－  28.17％
 

　　　(注) 前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率

の100分の５以下であるため注記を省略しております。
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(収益認識関係)

１　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

 
 報告セグメント

設備工事業

配電線工事 28,972

発送変電工事 11,935

地中線工事 7,323

通信工事 5,477

屋内配線工事 6,845

その他工事 8,371

顧客との契約から生じる収益 68,925

外部顧客への売上高 68,925
 

(注) 当社グループは、設備工事業の単一セグメントであります。

 
当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

 
 報告セグメント

設備工事業

配電線工事 31,418

発送変電工事 13,695

地中線工事 8,114

通信工事 5,168

屋内配線工事 5,942

その他工事 8,106

顧客との契約から生じる収益 72,445

外部顧客への売上高 72,445
 

(注) 当社グループは、設備工事業の単一セグメントであります。

 
２　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） ４．会計方針

に関する事項 (5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

 
３　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

（1）契約資産及び契約負債の残高等

  （単位：百万円）

 
当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 13,821 13,392

契約資産 6,576 6,552

契約負債 412 1,249
 

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「受取手形・完成工事未収入金」に含ま

れており、契約負債は「未成工事受入金」に含まれております。

また、当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、403百万円でありま

す。

 
（2）残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は37,602百万円であり、当社グループは、
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当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて主に１年から５年の間で収益を認識することを見込んでおり

ます。

 
当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

（1）契約資産及び契約負債の残高等

  （単位：百万円）

 
当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 13,392 14,864

契約資産 6,552 6,534

契約負債 1,249 2,630
 

連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、「受取手形・完成工事未収入金」に含ま

れており、契約負債は「未成工事受入金」に含まれております。

また、当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、637百万円でありま

す。

 
（2）残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は41,479百万円であり、当社グループは、

当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて主に１年から５年の間で収益を認識することを見込んでおり

ます。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

   設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

   設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

外部顧客への売上高は、単一の製品・サービスによるものであるため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

北海道電力関係 47,578 設備工事業
 

（注）北海道電力関係：北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社
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当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

外部顧客への売上高は、単一の製品・サービスによるものであるため、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

北海道電力関係 55,105 設備工事業
 

（注）北海道電力関係：北海道電力株式会社及び北海道電力ネットワーク株式会社

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

設備工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

　該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

　該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
（百万円）

事業の内容
議決権等の
被所有割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
北海道電力
ネットワーク
株式会社

札幌市
中央区

10,000
一般送配電
事業

直接 55.64

電気工事の
請負施工等

工事請負等 46,765
完成工事
未収入金

11,912

役員の兼任

 

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 北海道電力ネットワーク株式会社は、北海道電力株式会社の完全子会社であります。

(2) 工事請負については、事前に締結した請負付託単価契約により取引金額を決定するもの及び、その都度算

定する見積原価をもとに交渉を行い決定するものがあります。

 

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
（百万円）

事業の内容
議決権等の
被所有割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社
北海道電力
株式会社

札幌市
中央区

114,291 電気事業 間接 55.80

電気工事の
請負施工等

利息の受取 20 預け金 9,975

役員の兼任

親会社
北海道電力
ネットワーク
株式会社

札幌市
中央区

10,000
一般送配電
事業

直接 55.64

電気工事の
請負施工等

工事請負等 54,227
完成工事
未収入金

16,793

役員の兼任

 

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 北海道電力ネットワーク株式会社は、北海道電力株式会社の完全子会社であります。

(2) 工事請負については、事前に締結した請負付託単価契約により取引金額を決定するもの及び、その都度算

定する見積原価をもとに交渉を行い決定するものがあります。

(3) 預け金については、親会社（北海道電力株式会社）が運営するキャッシュ・マネジメント・サービス（Ｃ

ＭＳ）への預け入れであります。また、金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しておりま

す。

 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

前連結会計年度(自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　2025年４月１日　至　2026年３月31日)

　該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

北海道電力株式会社（札幌証券取引所、東京証券取引所に上場）

北海道電力ネットワーク株式会社（非上場）

 

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

１株当たり純資産額 1,607.82円 1,782.57円

１株当たり当期純利益 119.76円 179.45円
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 2,481 3,717

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る
親会社株主に帰属する当期純利益(百万円)

2,481 3,717

普通株式の期中平均株式数(株) 20,718,454 20,718,372
 

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高 (百万円) 29,357 72,445

税金等調整前
中間(当期)純利益

(百万円) 1,218 5,176

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(百万円) 801 3,717

１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 38.70 179.45
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 10,717 2,274

  預け金 - 9,975

  受取手形 159 34

  完成工事未収入金 ※1  19,482 ※1  21,210

  未成工事支出金 1,857 2,612

  材料貯蔵品 1,014 958

  前払費用 92 107

  その他 257 1,416

  貸倒引当金 △2 △3

  流動資産合計 33,578 38,586

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 13,033 13,066

    減価償却累計額 △6,953 △7,290

    建物（純額） 6,079 5,775

   構築物 1,881 1,891

    減価償却累計額 △1,177 △1,244

    構築物（純額） 704 647

   機械及び装置 1,713 1,829

    減価償却累計額 △1,517 △1,526

    機械及び装置（純額） 195 302

   車両運搬具 175 182

    減価償却累計額 △158 △166

    車両運搬具（純額） 17 15

   工具器具・備品 2,116 2,316

    減価償却累計額 △1,818 △1,936

    工具器具・備品（純額） 297 380

   土地 3,722 3,725

   建設仮勘定 81 695

   有形固定資産合計 11,099 11,542

  無形固定資産   

   ソフトウエア 159 278

   その他 94 22

   無形固定資産合計 254 301

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,833 2,171

   関係会社株式 42 42

   長期前払費用 25 14

   繰延税金資産 1,947 1,736

   その他 236 191

   投資その他の資産合計 4,085 4,156

  固定資産合計 15,439 16,001

 資産合計 49,017 54,587
 

 

EDINET提出書類

株式会社北海電工(E01855)

有価証券報告書

67/87



 

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 7,192 7,803

  リース債務 5 7

  未払金 398 941

  未払費用 2,215 2,267

  未払法人税等 852 806

  未成工事受入金 1,249 2,630

  預り金 57 59

  完成工事補償引当金 736 626

  工事損失引当金 97 0

  役員賞与引当金 20 20

  その他 363 386

  流動負債合計 13,188 15,549

 固定負債   

  リース債務 6 12

  退職給付引当金 5,329 4,923

  その他 3 -

  固定負債合計 5,339 4,936

 負債合計 18,528 20,485

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,730 1,730

  資本剰余金   

   資本準備金 2,364 2,364

   その他資本剰余金 2,667 2,667

   資本剰余金合計 5,032 5,032

  利益剰余金   

   利益準備金 250 250

   その他利益剰余金   

    別途積立金 10,081 10,081

    繰越利益剰余金 12,214 15,581

   利益剰余金合計 22,546 25,913

  自己株式 △3 △3

  株主資本合計 29,304 32,671

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,184 1,430

  評価・換算差額等合計 1,184 1,430

 純資産合計 30,488 34,101

負債純資産合計 49,017 54,587
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2024年４月１日
　至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
　至 2026年３月31日)

完成工事高 ※1  67,959 ※1  71,811

完成工事原価 62,254 64,234

完成工事総利益 5,705 7,577

販売費及び一般管理費   

 役員報酬 93 93

 役員賞与引当金繰入額 20 20

 従業員給料手当 937 1,030

 退職給付費用 39 18

 法定福利費 160 179

 福利厚生費 249 165

 修繕維持費 85 73

 事務用品費 153 183

 通信交通費 74 82

 動力用水光熱費 38 41

 広告宣伝費 99 116

 貸倒引当金繰入額 0 0

 貸倒損失 0 -

 交際費 10 10

 寄付金 5 3

 地代家賃 14 41

 減価償却費 118 133

 租税公課 238 247

 保険料 2 3

 雑費 281 334

 販売費及び一般管理費合計 2,623 2,779

営業利益 3,081 4,798

営業外収益   

 受取配当金 ※1  153 ※1  244

 保険配当金 63 69

 受取賃貸料 19 17

 物品売却益 26 34

 その他 14 32

 営業外収益合計 276 398

営業外費用 4 2

経常利益 3,354 5,193

特別利益   

 固定資産売却益 ※2  1 ※2  0

 特別利益合計 1 0

特別損失   

 固定資産売却損 ※3  0 -

 固定資産除却損 ※4  54 ※4  10

 減損損失 35 -

 特別損失合計 90 10

税引前当期純利益 3,265 5,184

法人税、住民税及び事業税 1,195 1,304

法人税等調整額 △225 99

法人税等合計 969 1,403

当期純利益 2,295 3,780
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【完成工事原価報告書】

 

  
前事業年度

(自　2024年４月１日
至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
至　2026年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費  8,915 14.3 7,756 12.1

労務費  1,527 2.5  1,554 2.4

外注費  35,183 56.5 38,364 59.7

経費  16,628 26.7 16,558 25.8

(うち人件費)  (10,932) (17.6) (11,243) (17.5)

計  62,254 100.0 64,234 100.0
 

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2024年４月１日　至 2025年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 1,730 2,364 2,667 5,032 250 10,081

当期変動額       

剰余金の配当       

当期純利益       

自己株式の取得       

自己株式の処分   0 0   

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
      

当期変動額合計 - - 0 0 - -

当期末残高 1,730 2,364 2,667 5,032 250 10,081
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 10,333 20,665 △3 27,423 1,127 28,551

当期変動額       

剰余金の配当 △414 △414  △414  △414

当期純利益 2,295 2,295  2,295  2,295

自己株式の取得   △0 △0  △0

自己株式の処分   0 0  0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
    56 56

当期変動額合計 1,881 1,881 △0 1,881 56 1,937

当期末残高 12,214 22,546 △3 29,304 1,184 30,488
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 当事業年度(自 2025年４月１日　至 2026年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 1,730 2,364 2,667 5,032 250 10,081

当期変動額       

剰余金の配当       

当期純利益       

自己株式の取得       

自己株式の処分   - -   

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
      

当期変動額合計 - - - - - -

当期末残高 1,730 2,364 2,667 5,032 250 10,081
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 12,214 22,546 △3 29,304 1,184 30,488

当期変動額       

剰余金の配当 △414 △414  △414  △414

当期純利益 3,780 3,780  3,780  3,780

自己株式の取得   △0 △0  △0

自己株式の処分   - -  -

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
    246 246

当期変動額合計 3,366 3,366 △0 3,366 246 3,612

当期末残高 15,581 25,913 △3 32,671 1,430 34,101
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

　

２ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 未成工事支出金

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 材料貯蔵品

主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　

３ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法)によっております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 完成工事補償引当金

　完成工事に係る契約不適合責任により要する費用に備えるため、特定の工事について補償費用の個別見積額を計

上しております。

(3) 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における手持工事のうち、損失発生の可能性が高く、か

つ金額を合理的に見積ることができる場合に、その損失見込額を計上しております。

(4) 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う額を計上しておりま

す。

(5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末に発生していると認められる額を計上しております。

 一部の退職給付制度は、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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５ 収益及び費用の計上基準

当社は、設備工事業を営んでおり、主な収益は電気工事等の工事契約によるものであります。工事契約につい

ては、工事の進捗に伴い一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基

づき収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、当事業年度末までに発生した工事原価

が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。

また、契約の初期段階において、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生す

る費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。

なお、工事契約に関する取引の対価は、工事完成後、概ね１か月以内に受領（契約に基づき前受金を受領する

場合がある。）しており、重要な金融要素は含まれておりません。

 
６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計処理の方法と異なって

おります。

　

(重要な会計上の見積り)

前事業年度(2025年３月31日)

履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法による計上

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

完成工事高　 27,332百万円 　　完成工事未収入金　12,205百万円

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）に記載した内容と同一であります。

 

当事業年度(2026年３月31日)

履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法による計上

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

完成工事高　 28,243百万円 　　完成工事未収入金　13,271百万円

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結財務諸表「注記事項（重要な会計上の見積り）に記載した内容と同一であります。

 

(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対するものは、次のとおりであります。

　

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

完成工事未収入金 12,136百万円 16,968百万円

預け金 － 9,975百万円
 

　

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引に係るものは、次のとおりであります。

　

 
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

完成工事高 47,345百万円 55,005百万円

受取配当金 97百万円 179百万円
 

 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)
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建物 1百万円 － 

車両運搬具 － 0百万円

工具器具・備品 1百万円 － 

土地 0百万円 0百万円

計 1百万円 0百万円
 

 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

工具器具・備品 0百万円 － 

計 0百万円 － 
 

 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　

 
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

建物 49百万円 7百万円

構築物 2百万円 0百万円

機械及び装置 2百万円 0百万円

車両運搬具 0百万円 － 

工具器具・備品 0百万円 0百万円

投資その他の資産 － 0百万円

計 54百万円 10百万円
 

　

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度(2025年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額は子会社株式40百万円、関連会社株式２百万円）は、市場価格のな

い株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

 
当事業年度(2026年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額は子会社株式40百万円、関連会社株式２百万円）は、市場価格のな

い株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

繰延税金資産     

　完成工事補償引当金 223百万円 196百万円

　退職給付引当金 1,663百万円 1,541百万円

　未払賞与 424百万円 491百万円

　減損損失 66百万円 57百万円

　未払事業税 52百万円 59百万円

　未払法定福利費 62百万円 72百万円

　その他 89百万円 52百万円

繰延税金資産小計 2,583百万円 2,471百万円

評価性引当額 △95百万円 △83百万円

繰延税金資産合計 2,487百万円 2,388百万円

繰延税金負債     

　その他有価証券評価差額金 △539百万円 △651百万円

繰延税金負債合計 △539百万円 △651百万円

繰延税金資産純額 1,947百万円 1,736百万円
 

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
 

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

法定実効税率 － 30.41％

 (調整)     

 交際費等永久に損金に
 算入されない項目

－ 0.17％

 受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目

－ △1.13％

 評価性引当額の増減 － △0.31％

 住民税均等割 － 0.59％

　賃上げ促進税制による税額控除 － △2.24％

 その他 － △0.41％

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

－  27.08％
 

　　　(注) 前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100

分の５以下であるため注記を省略しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」

に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資
有価証券

その他
有価証券

ＫＤＤＩ㈱ 704,400 1,918

㈱北洋銀行 200,000 187

㈱ほくほくフィナンシャルグループ 4,000 23

北海道電機㈱ 400 20

第一生命ホールディングス㈱ 10,800 15

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,080 6

北海道建設業信用保証㈱ 1,600 0

(有)北海セーフティーサービス 6 0

旭川ケーブルテレビ㈱ 8 0

計 922,294 2,171
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 13,033 44 12 13,066 7,290 347 5,775

　構築物 1,881 13 3 1,891 1,244 70 647

　機械及び装置 1,713 210 93 1,829 1,526 101 302

　車両運搬具 175 8 2 182 166 10 15

　工具器具・備品 2,116 236 35 2,316 1,936 154 380

　土地 3,722 2 0 3,725 － － 3,725

　建設仮勘定 81 757 143 695 － － 695

有形固定資産計 22,724 1,274 291 23,707 12,164 684 11,542

無形固定資産        

　ソフトウェア 1,343 199 8 1,534 1,255 80 278

　その他 96 64 136 24 2 0 22

無形固定資産計 1,440 263 144 1,559 1,258 80 301

長期前払費用 51 9 20 40 25 3 14
 

(注)　１　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定 滝川営業所社屋 657百万円
 

 
【引当金明細表】

科目
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 2 3 － 2 3

完成工事補償引当金 736 626 － 736 626

工事損失引当金 97 0 72 25 0

役員賞与引当金 20 20 20 － 20
 

 (注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

      ２　完成工事補償引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、補償費用の見積額による洗替額であります。

　　　 ３　工事損失引当金の「当期減少額（その他）」は、損失見積額と実現損失との差額の取崩であります。

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の
買取り・買増し

 

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 －

　　買取・買増手数料 無料

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、北海道新聞及び日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載場所は当社ホームページ（https://www.hokkaidenko.co.jp/）

株主に対する特典 ありません
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書

事業年度　第85期
自　2024年４月１日

至　2025年３月31日
 
2025年６月30日

北海道財務局長に提出
 

 

(2) 内部統制報告書 事業年度　第85期
自　2024年４月１日

至　2025年３月31日
 
2025年６月30日

北海道財務局長に提出
 

 
(3) 半期報告書

及び確認書 第86期中
自　2025年４月１日 

至　2025年９月30日
 2025年11月12日

北海道財務局長に提出
 

　
(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第９号の２（株主総会における議決権行使の

結果）の規定に基づく臨時報告書
 
2025年６月30日

北海道財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

2026年６月24日
 

 

株式会社北海電工

   取 締 役 会　 御中
 

 
EY新日本有限責任監査法人

 

札 幌 事 務 所

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  公認会計士 片　　岡　　直　　彦  
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  公認会計士 井　　上　　裕　　人  
 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社北海電工の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社北海電工及び連結子会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び

連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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工事原価総額の見積り

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

当社及び連結子会社は、(連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項)４.会計方針に関する事項 (5)重

要な収益及び費用の計上基準に記載のとおり、完成工事

高及び完成工事原価の計上基準として、工事契約につい

ては、工事の進捗に伴い一定の期間にわたり履行義務が

充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基

づき収益を認識している。当連結会計年度の完成工事高

72,445百万円のうち、一定の期間にわたり履行義務を充

足し収益を計上する方法により計上した完成工事高は、

28,243百万円と39％を占めている。

一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する

方法により認識される収益は、履行義務の充足に係る進

捗度に基づき測定され、当該進捗度は工事の総原価見積

額に対する連結会計年度末までの発生原価の割合に基づ

き算定される。

会社及び連結子会社は、顧客との間で多数の請負工事

契約を締結しており、中には１件当たりの契約金額が多

額になる案件や工事が長期にわたる案件、技術・材料の

変更等に伴い頻繁な設計変更が必要となる案件が含まれ

る。そのため、工事原価総額の適時・適切な見直しには

複雑性が伴い、履行義務の充足に係る進捗度の前提とな

る工事原価総額の見積りには、経営者による判断が重要

な影響を及ぼす。

以上から、当監査法人は、工事収益及び履行義務の充

足に係る進捗度の計算にあたり、工事原価総額の見積り

が、当連結会計年度において特に重要であり、監査上の

主要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、一定の期間にわたり履行義務を充足し

収益を認識する方法における工事原価総額の見積りの妥

当性を検討するにあたり、主として以下の監査手続を実

施した。

 
　工事請負額、工事損益、工事内容、工事の施工状況等

の内容に照らして、工事原価総額の見積りの不確実性が

相対的に高い工事を識別し、以下の手続を実施した。な

お、工事の識別にあたっては、進捗度異常検知ツール

（※）で不自然な進捗度の推移が識別された工事を加味

している。

・工事原価総額の見積りについて、その根拠となった原

価積算資料との照合を実施し、顧客と合意した工事内容

に要する費用と原価積算の整合性を検討した。

・工事原価総額の変動が一定の基準以上のものについて

は、工事責任者への質問、原価積算資料や工程表との照

合により、変動理由の検討を実施し、その変動内容が工

事の実態が反映されたものであるかどうか検討した。

・工事原価総額の事前の見積額とその確定額又は再見積

額を比較することによって、工事原価総額の見積りプロ

セスの評価を行った。

・工事現場の視察を行い、工事の施工状況が工事原価総

額の見積り及び工事進捗度と整合しているか検討した。

※進捗度異常検知ツール

　機械学習を用いた進捗度の予測に基づき、一定の期間

にわたり履行義務を充足し収益を認識する方法を適用す

る工事・開発案件における不自然な進捗度の推移を検知

するほか、工事原価総額が工事収益総額を超過する工事

の予測や不自然な原価発生時期の検知を行うツール
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社北海電工の2026年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社北海電工が2026年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠
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当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務

諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査

の状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

　
 

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

2026年６月24日
 

株式会社北海電工

   取 締 役 会　 御中
 

 
EY新日本有限責任監査法人

 

札 幌 事 務 所

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  公認会計士 片　　岡　　直　　彦  
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員  公認会計士 井　　上　　裕　　人  
 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社北海電工の2025年４月１日から2026年３月31日までの第86期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社北海電工の2026年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

工事原価総額の見積り

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（工事原価総額の見積り）と同一内容であるた

め、記載を省略している。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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